
 

                       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   県内中小企業の景況感   
  県内中小企業の景況感は、持ち直しの動きに足踏み感

がみられる。 

  先行きについては慎重さがみられる。 

 

 

    特別調査  新型コロナウイルス感染症の影響について 

          雇用者数の過不足感について 
       原油・原材料価格高騰の影響について 

       債務の過剰感について 

       ＤＸへの取組状況について 
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埼玉県では、四半期ごとに県内中小企業を対象にアンケートとヒアリングによる 

経営動向調査を行っています。今回は令和４年４～６月期についての結果報告です。 

アンケート調査は、県内中小企業 2,200社に送付し、1,456社からご回答いただきました。 

                （回答率 66.2％） 

 



 



  

   埼玉県四半期経営動向調査 

  （令和４年４～６月期） 

はじめに 

埼玉県では、県内主要業界・業種の景況について、その現状と見通しに関する調査を四半期ごとに

実施し、産業労働施策を推進するための基礎資料として活用しております。 

また、調査結果は、市町村や商工会議所、商工会をはじめとする関係諸機関にも広く提供するとと

もに、県ホームページでも公表しており、各々の機関で幅広く活用いただいております。 
 

調査結果の公表 

アンケート及びヒアリング調査の結果全体を取りまとめ、原則として、調査月の翌月中旬に公表しま

す。アンケート調査の集計表は埼玉県ホームページに掲載しております。 

埼玉県ホームページ ： https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html 
 

調査方法の概要 
  

１ 調査の方法 （１）書面によるアンケート調査 （２）業界団体及び個別企業へのヒアリング 

 

 ２ 調査対象期間  令和４年４～６月（調査日：令和４年６月１日時点） 
 
 

３ 調査対象業種及び回答数 

 対象業種 対象企業数 回答数 回答率 

 

アンケート調査 

 

 

 

製 造 業       

非 製 造 業       

計 

        企業 

     ９６０ 

 １,２４０ 

 ２,２００ 

      企業 

 ６０８ 

 ８４８ 

１,４５６ 

       % 

  ６３.３ 

  ６８.４ 

  ６６.２ 

 

ヒアリング調査 

 

 

 

 

 

製 造 業       

小 売 業       

サ ー ビ ス 業       

情報サービス業 

建 設 業       

計 

     団体・企業 

      ２４ 

        ９ 

        １ 

        ３ 

        ３ 

      ４０ 

   

 

 

     ※ アンケート調査先は、『株式会社東京商工リサーチ埼玉支店』の企業情報から 
      県内中小企業を業種別に抽出しました。 
 
   ※製造業（１２業種） 

   食料品製造、繊維工業、家具・装備品、パルプ・紙・紙加工品、印刷業、化学工業、プラス 
   チック製品、鉄鋼業・非鉄金属、金属製品、電気機械器具、輸送用機械器具、一般機械器具 

   ※非製造業（７業種）                     

    建設業、卸売・小売業、飲食店、情報サービス業、運輸業、不動産業、サービス業 
 

業種別の回答数及び回答内容については、ホームページに掲載している集計表を御覧ください。 
 

４ 書面アンケートの集計方法 

アンケート調査については、業種別に景気の動向を観測できる項目を抽出し、前期との対比に

よる増減又は好転・悪化の割合（％）の差をＤＩ値として集計しています。 
 
 
 
 
 
 

 

   (注１)本文中の割合(％)については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、景況感、
売上げ、資金繰り及び採算の各ＤＩ値は、±０.１の範囲で差異が生じることがある。 

 (注２)設問によっては未回答もあり、必ずしも回答数の総数(１,４５６件)とは一致しない。 

 

ＤＩ（景気動向指数：Diffusion Index）とは 

 増加（好転）と回答した企業割合から減少（悪化）と回答した企業割合を差し引いた

指数で、企業の景況判断等の強弱感の判断に使用する指数のことです。 

〈例〉「増加」５０％ 「変わらず」２０％ 「減少」３０％ 

   ＤＩ＝５０％－３０％＝２０ 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html
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  埼玉県四半期経営動向調査 

  （令和４年４～６月期） 

Ⅰ 調査結果概要                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１）数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1ポイントの範囲で 

   差異が生じることがある。 

    注２）「前期」：令和４年１～３月期、「当期」：令和４年４～６月期、「来期(先行き)」：令和４年７～９月期 

 

１ 経営者の景況感と来期の見通しについて 

 自社業界の景況感ＤＩは▲４８.１となり、２期ぶりに改善した。前期比で６.４ポイント増加し、

前年同期比では９.７ポイント増加した。 

 業種別にみると、製造業（▲４９.６）、非製造業（▲４７.１）ともに２期ぶりに改善した。 

     <景況感ＤＩの推移> 

 当 期 

(R4.4-6) 

前 期 

(R4.1-3) 

前年同期 

(R3.4-6) 

  

 

 

 
全  体 ▲４８.１ ▲５４.５ ▲５７.８ 

製 造 業 ▲４９.６ ▲５１.６ ▲５４.９ 

非製造業 ▲４７.１ ▲５６.７ ▲６０.０ 

 

 先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は７.２％（前回調査(R4.1-3月)比 

▲１.０）、「悪い方向に向かう」とみる企業は２７.６％（前回調査比▲１.７）だった。 

 先行きＤＩは▲２０.４（前回調査比＋０.８）と、２期ぶりに改善した。 

    <来期の見通し>        

 良い方向に向かう 悪い方向に向かう 先行きＤＩ 

(R4.7-9) 

全  体 ７.２％ ２７.６％ ▲２０.４ 

製 造 業 ６.５％ ２８.５％ ▲２２.１ 

非製造業 ７.７％ ２６.９％ ▲１９.２ 

 

県内中小企業の景況感は、持ち直しの動きに足踏み感がみられる。 

先行きについては慎重さがみられる。 
  
○経営者の景況感ＤＩは▲４８.１と、前期比で６.４ポイント増加し、２期ぶりに改善した。業種別 

では、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善した。 

〇景況感の先行きＤＩは▲２０.４と、前回調査比で０.８ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

○売上げＤＩ、資金繰りＤＩ及び採算ＤＩは２期ぶりに改善した。 

○設備投資の実施率は１９.５％で、２期ぶりに増加した。 

○来期については、売上げＤＩ及び採算ＤＩは当期ＤＩより改善し、資金繰りＤＩは当期ＤＩより悪化 

する見通しである。また、設備投資の実施率については当期実施率より減少する見通しとなっている。 

 

県内中小企業の経営状況 
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２ 売上げについて 

 売上げＤＩは▲２０.３（前期比＋１６.７）となり、２期ぶりに改善した。来期は改善する見通し。 

 業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善した。 

 来期については、製造業、非製造業ともに当期の売上げＤＩより改善する見通しである。 

 

     <売上げＤＩの推移> 

 当 期 

(R4.4-6) 

前 期 

(R4.1-3) 

前年同期

(R3.4-6) 

来期見通し 

(R4.7-9) 

全    体 ▲２０.３ ▲３７.０ ▲３１.６ ▲１５.３ 

製 造 業 ▲２０.８ ▲３３.３ ▲２３.２ ▲１５.４ 

非製造業 ▲１９.９ ▲３９.８ ▲３８.０ ▲１５.２ 

 

 

３ 資金繰りについて  

 資金繰りＤＩは▲２１.５（前期比＋１０.２）となり、２期ぶりに改善した。来期は悪化する見通し。 

 業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善した。 

 来期については、製造業は当期の資金繰りＤＩより改善し、非製造業は当期の資金繰りＤＩより悪化

する見通しである。 

 

     <資金繰りＤＩの推移> 

 当 期 

(R4.4-6) 

前 期 

(R4.1-3) 

前年同期 

(R3.4-6) 

来期見通し 

(R4.7-9) 

全  体 ▲２１.５ ▲３１.７ ▲２５.８ ▲２１.９ 

製 造 業 ▲２４.８ ▲２９.７ ▲２１.２ ▲２３.６ 

非製造業 ▲１９.１ ▲３３.２ ▲２９.３ ▲２０.６ 

 

 

４ 採算について 

 採算ＤＩは▲３５.７（前期比＋６.９）となり、２期ぶりに改善した。来期は改善する見通し。 

 業種別にみると、製造業は２期連続で悪化し、非製造業は２期ぶりに改善した。 

 来期については、製造業、非製造業ともに当期の採算ＤＩより改善する見通しである。 

 

     <採算ＤＩの推移> 

 当 期 

(R4.4-6) 

前 期 

(R4.1-3) 

前年同期 

(R3.4-6) 

来期見通し 

(R4.7-9) 

全    体 ▲３５.７ ▲４２.６ ▲３６.１ ▲２９.４ 

製 造 業 ▲４０.２ ▲３９.２ ▲２９.５ ▲３１.６ 

非製造業 ▲３２.４ ▲４５.２ ▲４１.２ ▲２７.７ 
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５ 設備投資について 

 実施率は１９.５％となり、２期ぶりに増加した。来期は減少する見通し。 

 業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに増加した。 

 来期については、製造業、非製造業ともに当期の実施率より減少する見通しである。 

     <設備投資の実施率> 

 当 期 

(R4.4-6) 

前 期 

(R4.1-3) 

前年同期 

(R3.4-6) 

来期見通し 

(R4.7-9) 

全    体 １９.５％ １９.３％ １９.３％ １７.３％ 

製 造 業 ２２.６％ ２２.１％ ２２.８％ ２２.５％ 

非製造業 １７.４％ １７.２％ １６.６％ １３.７％ 

 

６ ヒアリング調査の概況（詳しくはＰ１３以降を御覧ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ アンケート調査からみた経営動向                 

 【現在の景況感】 

  (一般機械器具)・半導体製造装置向けの需要が継続しており、好況である。 

  (輸送用機械器具)・自動車メーカーの減産が続いており、不況である。 

  (プラスチック製品)・医療機器、食品加工機器関連の需要が安定しており、景況感は普通である。 

  (食料品製造)・まん延防止等重点措置が解除され、巣籠もり需要も落ち着いており、普通である。 

  ( 百 貨 店 )・昨年に比べれば回復の兆しはあるものの、コロナ禍前ほどではない。 

  ( 商 店 街 )・観光客の来街者が増えており、好況である。 

  (情報サービス業)・原材料費高騰の影響で経費削減の一環として、情報化投資の抑制がみられる。 

  ( 建 設 業 )・民間工事は減少傾向にあるが、公共工事が安定しており、景況感は普通である。 

 

 【売上げ・採算】 

  (電気機械器具)・５Ｇ関連の新規事業が軌道に乗り、前年同期比で売上高が増加した。 

  (プラスチック製品)・原材料費高騰の影響で採算性は悪くなった。 

  (食料品製造)・電気代、重油の費用などが高騰しており、採算性は悪くなった。  

  ( 印 刷 業 )・価格転嫁が進まず、採算性は悪くなった。 

  (ス ー パ ー )・冷凍食品の需要が高まった影響で惣菜の販売は落ちている。 

  (情報サービス業)・デジタル化の需要が落ち着いており、売上高はほとんど変わらない。 

 

 【今後の見通し】 

  (一般機械器具)・足元の受注は一般産業機械向けを中心に落ちており、どちらともいえない。 

  (輸送用機械器具)・自動車の減産が続いており、どちらともいえない。 

  (食料品製造)・受注は安定しているが、小麦やエネルギー価格高騰の影響が大きく、どちらともいえない。 

  (銑鉄鋳物 )・鋼材価格高騰が続いており、悪い方向に向かうとみている。 

  ( 百 貨 店 )・海外情勢や感染症の収束次第であり、どちらともいえない。 

  ( 旅 行 業 )・感染症の収束次第だが、良い方向に向かうとみられる。 

  ( 建 設 業 )・資材価格や不動産価格の高騰で買い控えの動きも予想され、どちらともいえない。 
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 埼玉県四半期経営動向調査 

 （令和４年４～６月期） 

Ⅱ アンケート調査からみた経営動向                 

 ※ 数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1ポイントの範囲で 

   差異が生じることがある。 

１ 経営者の景況感と来期の見通しについて 

 

 

 

 

<業種別> 

○製造業 

 「好況である」とみる企業は５.６％、「不況である」とみる企業は５５.２％で、景況感ＤＩは 

▲４９.６となった。前期(▲５１.６)から２.０ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「化学工業」「鉄鋼業・非鉄金属」「電

気機械器具」の４業種が前期から悪化し、それ以外の８業種は前期から改善した。特に「繊維工業」

は前期比で１９．３ポイント増加し、前年同期比でも１７.６ポイント増加した。 

 

○非製造業 

 「好況である」とみる企業は３.９％、「不況である」とみる企業は５１.０％で、景況感ＤＩは 

▲４７.１となった。前期(▲５６.７)から９.６ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」が前期から悪化し、それ以外の６業種は前期か

ら改善した。特に、「飲食店」は前期比で３３.２ポイント増加した。 

 

 

 当期ＤＩ 
(R4.4-6) 

前期比 
(R4.1-3) 

前年同期比 
(R3.4-6) 

来期見通しＤＩ 
(R4.7-9の見通し) 

前期比[前回調査] 
(R4.4-6の見通し) 

全    体 ▲４８.１   ＋６.４  ＋９.７ ▲２０.４   ＋０.８ 
製 造 業 ▲４９.６   ＋２.０  ＋５.３ ▲２２.１   ▲４.０ 
非製造業 ▲４７.１   ＋９.６ ＋１３.０ ▲１９.２   ＋４.３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の景況感 

景況感ＤＩの推移 

自社業界の景気について、｢好況である｣とみる企業は４.６％、｢不況である｣とみる企業は 

５２.８％で、景況感ＤＩ（｢好況である｣－｢不況である｣の企業割合）                 は▲４８.１となった。  

前期（▲５４.５）から６.４ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 
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  埼玉県四半期経営動向調査 

  （令和４年４～６月期） 

3.9%

5.6%

4.6%

45.1%

39.1%

42.6%

51.0%

55.2%

52.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業
(n=843)

製造業
(n=603)

全体
(n=1,446)

好況である 普通である 不況である

＜景況感ＤＩ＞

▲ 48.1

▲ 49.6

▲ 47.1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製 造 業  先行きＤＩ▲２２.１（前回調査比▲４.０） 

 「良い方向に向かう」とみる企業は６.５％、「悪い方向に向かう」とみる企業は２８.５％で、

「良い方向に向かう」が前回調査より３.２ポイント減少した。 
 
○非製造業  先行きＤＩ▲１９.２（前回調査比＋４.３） 

 「良い方向に向かう」とみる企業は７.７％、「悪い方向に向かう」とみる企業は２６.９％で、

「悪い方向に向かう」が前回調査より３.６ポイント減少した。 

  

先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は７.２％（前回調査(R4.1-3 月)比 

▲１.０ポイント）、「悪い方向に向かう」とみる企業は２７.６％（前回調査比▲１.７ポイント）

だった。先行きＤＩは▲２０.４（前回調査比＋０.８ポイント）と、２期ぶりに改善した。 

景気見通しＤＩは▲１２.０（前回調査比▲３.３ポイント）と、２期ぶりに悪化した。 

来期（令和４年７～９月期）の見通し 

従業員規模別景況感ＤＩ 

業種別景況感ＤＩ 

9.2%

5.4%

4.3%

3.2%

57.0%

51.6%

42.1%

37.5%

33.8%

43.0%

53.6%

59.4%
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６～２０人
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１～５人
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好況である 普通である 不況である

＜景況感ＤＩ＞

▲ 56.2

▲ 49.3

▲ 37.7

▲ 24.6
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7.0%

65.2%
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29.4%

28.5%

27.8%

26.9%

30.5%

全 体 今回調査

（n=1,380）

前回調査

（n=1,349）

製 造 業 今回調査

（n=585）

前回調査

（n=575）

非製造業 今回調査

（n=795）

前回調査

（n=774）

良い方向に向かう どちらともいえない 悪い方向に向かう

<先行きDI>

▲２２.１

▲１８.１

▲２０.４
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▲２３.５

▲１９.２
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 埼玉県四半期経営動向調査 

 （令和４年４～６月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ＤＩ
R3. R3. R3. R4. R4. R4.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 57.8 ▲ 56.7 ▲ 46.6 ▲ 54.5 ▲ 48.1 6.4 9.7 ▲ 20.4

▲ 54.9 ▲ 50.9 ▲ 42.8 ▲ 51.6 ▲ 49.6 2.0 5.3 ▲ 22.1

▲ 53.2 ▲ 56.7 ▲ 31.5 ▲ 57.1 ▲ 46.3 10.8 6.9 ▲ 26.4

▲ 82.5 ▲ 81.4 ▲ 63.2 ▲ 84.2 ▲ 64.9 19.3 17.6 ▲ 25.0

▲ 66.7 ▲ 66.7 ▲ 61.5 ▲ 54.2 ▲ 65.5 ▲ 11.4 1.1 ▲ 33.3

▲ 70.2 ▲ 60.0 ▲ 54.7 ▲ 65.3 ▲ 63.2 2.1 7.0 ▲ 21.4

▲ 81.3 ▲ 84.6 ▲ 76.2 ▲ 80.0 ▲ 76.7 3.3 4.5 ▲ 43.9

▲ 40.0 ▲ 53.7 ▲ 42.9 ▲ 36.6 ▲ 50.0 ▲ 13.4 ▲ 10.0 ▲ 17.1

▲ 48.3 ▲ 50.9 ▲ 34.0 ▲ 55.6 ▲ 44.9 10.7 3.4 ▲ 25.0

▲ 39.3 ▲ 12.3 ▲ 22.2 ▲ 29.4 ▲ 29.6 ▲ 0.2 9.7 ▲ 15.1

▲ 61.0 ▲ 54.2 ▲ 49.2 ▲ 53.5 ▲ 50.7 2.8 10.3 ▲ 20.9

▲ 40.9 ▲ 33.3 ▲ 25.4 ▲ 26.3 ▲ 43.1 ▲ 16.8 ▲ 2.2 ▲ 22.8

▲ 37.3 ▲ 40.0 ▲ 38.5 ▲ 44.9 ▲ 42.0 2.9 ▲ 4.7 ▲ 16.3

▲ 52.9 ▲ 35.7 ▲ 36.1 ▲ 47.5 ▲ 36.5 11.0 16.4 ▲ 9.8

   非  製  造  業 ▲ 60.0 ▲ 61.1 ▲ 49.4 ▲ 56.7 ▲ 47.1 9.6 13.0 ▲ 19.2

▲ 58.1 ▲ 54.4 ▲ 44.3 ▲ 48.1 ▲ 49.4 ▲ 1.4 8.7 ▲ 18.9

 総合工事業 ▲ 52.5 ▲ 54.2 ▲ 40.8 ▲ 50.0 ▲ 51.8 ▲ 1.8 0.8 ▲ 26.4

 職別工事業 ▲ 71.2 ▲ 59.6 ▲ 57.1 ▲ 57.8 ▲ 49.2 8.6 22.0 ▲ 10.5

 設備工事業 ▲ 50.8 ▲ 49.1 ▲ 34.0 ▲ 37.7 ▲ 47.4 ▲ 9.6 3.5 ▲ 20.4

▲ 64.7 ▲ 69.4 ▲ 60.9 ▲ 64.7 ▲ 55.9 8.8 8.8 ▲ 23.7

（卸売業） ▲ 61.5 ▲ 65.2 ▲ 55.4 ▲ 54.5 ▲ 45.6 8.9 15.9 ▲ 14.8

 繊維・衣服等 ▲ 69.0 ▲ 77.8 ▲ 81.0 ▲ 94.7 ▲ 47.8 46.9 21.1 ▲ 33.3

  飲食料品 ▲ 57.1 ▲ 57.7 ▲ 52.4 ▲ 69.6 ▲ 53.6 16.0 3.6 ▲ 7.1

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 54.5 ▲ 72.7 ▲ 44.8 ▲ 41.4 ▲ 36.7 4.7 17.9 ▲ 20.7

 機械器具 ▲ 66.7 ▲ 56.0 ▲ 47.8 ▲ 32.0 ▲ 29.6 2.4 37.0 7.7

その他 ▲ 61.3 ▲ 59.3 ▲ 55.6 ▲ 48.1 ▲ 60.7 ▲ 12.6 0.6 ▲ 25.0

（小売業） ▲ 67.7 ▲ 72.9 ▲ 65.4 ▲ 73.0 ▲ 65.7 7.3 1.9 ▲ 32.1

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 79.4 ▲ 92.3 ▲ 83.8 ▲ 92.3 ▲ 78.8 13.5 0.6 ▲ 33.3

 飲食料品 ▲ 76.1 ▲ 81.0 ▲ 58.7 ▲ 78.4 ▲ 64.9 13.5 11.2 ▲ 20.6

 機械器具 ▲ 43.6 ▲ 44.7 ▲ 59.3 ▲ 57.6 ▲ 60.0 ▲ 2.4 ▲ 16.4 ▲ 41.2

 その他 ▲ 71.1 ▲ 72.3 ▲ 60.5 ▲ 62.8 ▲ 60.5 2.3 10.6 ▲ 33.3

▲ 81.6 ▲ 88.2 ▲ 62.0 ▲ 86.1 ▲ 52.9 33.2 28.7 ▲ 14.3

▲ 35.2 ▲ 46.4 ▲ 24.5 ▲ 36.5 ▲ 23.6 12.9 11.5 ▲ 5.6

▲ 56.9 ▲ 49.1 ▲ 46.0 ▲ 52.5 ▲ 41.0 11.6 15.9 ▲ 19.3

▲ 52.7 ▲ 44.0 ▲ 36.7 ▲ 46.8 ▲ 26.1 20.7 26.6 ▲ 20.5

▲ 58.7 ▲ 58.9 ▲ 43.1 ▲ 55.6 ▲ 44.1 11.6 14.6 ▲ 18.2

 専門サービス業 ▲ 41.7 ▲ 32.1 ▲ 22.2 ▲ 38.8 ▲ 30.0 8.8 11.7 ▲ 14.6

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 74.4 ▲ 81.3 ▲ 63.9 ▲ 80.0 ▲ 59.1 20.9 15.3 ▲ 28.2

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 72.7 ▲ 80.0 ▲ 60.0 ▲ 76.3 ▲ 48.8 27.5 23.9 ▲ 12.5

 その他の事業サービス業 ▲ 50.0 ▲ 43.6 ▲ 32.4 ▲ 34.2 ▲ 40.0 ▲ 5.8 10.0 ▲ 18.4

景況感ＤＩの推移

   製　　造　　業

前期比

 情報サービス業

 家具・装備品

 繊維工業

 一般機械器具

 プラスチック製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 卸売・小売業

 輸送用機械器具

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 飲　食　店

増　 減
前年

同期比
業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

 食料品製造

卸

売

小

売

 金属製品

 不動産業

 サービス業

 建　設　業

 運輸業

 電気機械器具　
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  埼玉県四半期経営動向調査 

  （令和４年４～６月期） 

２ 売上げについて 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製造業 

 売上げが「増加した」企業は２０.３％、「減少した」企業は４１.０％で、売上げＤＩは 

▲２０.８となった。前期(▲３３.３)から１２.６ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「印刷業」「電気機械器具」の３業種

が前期から悪化し、それ以外の９業種が前期から改善した。特に、「食料品製造」は前期比で 

４２.５ポイント増加した。 

 

○非製造業 

 売上げが「増加した」企業は１９.４％、「減少した」企業は３９.３％で、売上げＤＩは 

▲１９.９となった。前期(▲３９.８)から１９.９ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」が前期から悪化し、それ以外の６業種は前期か

ら改善した。特に、「飲食店」は前期比で８２.５ポイント増加した。 

 

  <売上げ実績> 

 増えた 変わらない 減った ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体  １９.８％ ４０.２％ ４０.０％ ▲２０.３ ＋１６.７ ＋１１.３ 

製 造 業  ２０.３％ ３８.７％ ４１.０％ ▲２０.８ ＋１２.６  ＋２.４ 

非製造業  １９.４％ ４１.２％ ３９.３％ ▲１９.９ ＋１９.９ ＋１８.１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

製造業の来期の売上ＤＩは▲１５.４（当期比＋５.４ポイント）と改善する見通しである。 

  非製造業の来期の売上ＤＩは▲１５.２（当期比＋４.７ポイント）と改善する見通しである。 

 

   （注）全業種の集計結果とＤＩの推移は付表（Ｐ６８）を御覧ください。 

  

前期と比べ、売上げが「増加した」企業は１９.８％、「減少した」企業は４０.０％で、 

売上げＤＩ（「増加した」－「減少した」企業の割合）は▲２０.３となった。 

前期（▲３７.０）から１６.７ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

当期（令和４年４～６月期）の状況 

先行きについて、売上げが「増加する」見通しの企業は１６.０％、「減少する」見通しの企業は 

３１.３％であった。 

当期の売上げＤＩ（▲２０.３）と比べて、来期ＤＩは▲１５.３（当期比＋５.０）と改善する見

通しである。 

来期（令和４年７～９月期）の見通し 
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 埼玉県四半期経営動向調査 

 （令和４年４～６月期） 

３ 資金繰りについて 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製造業 

 資金繰りが「良くなった」企業は７.２％、「悪くなった」企業は３２.０％で、資金繰りＤＩは

▲２４.８となった。前期(▲２９.７)から４.９ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「化学工業」「鉄鋼業・非鉄金属」「電

気機械器具」の４業種が前期から悪化し、それ以外の８業種は前期から改善した。特に、「繊維工

業」は前期比で１９.２ポイント増加した。 

 

○非製造業 

 資金繰りが「良くなった」企業は８.４％、「悪くなった」企業は２７.５％で、資金繰りＤＩは 

▲１９.１となった。前期(▲３３.２)から１４.１ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種全てが前期から改善した。特に、「飲食店」は前期比で３２.０

ポイント増加した。 

 

  <資金繰り実績> 

 良くなった 変わらない 悪くなった ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体  ７.９％ ６２.７％ ２９.４％ ▲２１.５  ＋１０.２  ＋４.３ 

製 造 業  ７.２％ ６０.９％ ３２.０％ ▲２４.８  ＋４.９  ▲３.６ 

非製造業  ８.４％ ６４.０％ ２７.５％ ▲１９.１ ＋１４.１ ＋１０.２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

製造業の来期の資金繰りＤＩは▲２３.６（当期比＋１.２ポイント）と改善する見通しである。 

  非製造業の来期の資金繰りＤＩは▲２０.６（当期比▲１.５ポイント）と悪化する見通しである。 

 

   （注）全業種の集計結果とＤＩの推移は付表（Ｐ６９）を御覧ください。 

 

前期と比べ、資金繰りが「良くなった」企業は７.９％、「悪くなった」企業は２９.４％で、 

資金繰りＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」企業の割合）は▲２１.５となった。 

前期（▲３１.７）から１０.２ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 

当期（令和４年４～６月期）の状況 

 

先行きについて、資金繰りが「良くなる」見通しの企業は６.１％、「悪くなる」見通しの企業は 

２８.０％であった。 

当期の資金繰りＤＩ（▲２１.５）と比べて、来期ＤＩは▲２１.９（当期比▲０.４）と悪化する

見通しである。 

来期（令和４年７～９月期）の見通し 
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  埼玉県四半期経営動向調査 

  （令和４年４～６月期） 

４ 採算について 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製造業 

 採算が「良くなった」企業は８.８％、「悪くなった」企業は４９.０％で、採算ＤＩは 

▲４０.２となった。前期(▲３９.２)から１.０ポイント減少し、２期連続悪化した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「食料品製造」「繊維工業」「パルプ・紙・紙加工品」

「プラスチック製品」「金属製品」「輸送用機械器具」の６業種が前期から改善し、それ以外の６

業種は悪化した。特に「電気機械器具」は前期比で２０.９ポイント減少した。 

 

○非製造業 

 採算が「良くなった」企業は８.１％、「悪くなった」企業は４０.５％で、採算ＤＩは 

▲３２.４となった。前期(▲４５.２)から１２.８ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」が前期から悪化し、それ以外の６業種は改善し

た。特に、「サービス業」は前期比で２６.７ポイント増加した。 

 

    <採算実績> 

 良くなった 変わらない 悪くなった ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体  ８.４％ ４７.５％ ４４.１％ ▲３５.７  ＋６.９  ＋０.５ 

製 造 業  ８.８％ ４２.２％ ４９.０％ ▲４０.２   ▲１.０ ▲１０.７ 

非製造業  ８.１％ ５１.４％ ４０.５％ ▲３２.４  ＋１２.８  ＋８.８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

製造業の来期の採算ＤＩは▲３１.６（当期比＋８.５ポイント）と改善する見通しである。 

  非製造業の来期の採算ＤＩは▲２７.７（当期比＋４.６ポイント）と改善する見通しである。 

 

   （注）全業種の集計結果とＤＩの推移は付表（Ｐ７０）を御覧ください。  

前期と比べ、採算が「良くなった」企業は８.４％、「悪くなった」企業は４４.１％で、 

採算ＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」企業の割合）は、▲３５.７となった。 

前期（▲４２.６）から６.９ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

当期（令和４年４～６月期）の状況 

 

先行きについて、採算が「良くなる」見通しの企業は８.１％、「悪くなる」見通しの企業は 

３７.５％であった。 

当期の採算ＤＩ（▲３５.７）と比べて、来期ＤＩは▲２９.４（当期比＋６.３）と改善する見通

しである。 

来期（令和４年７～９月期）の見通し 



- 10 - 
  

 埼玉県四半期経営動向調査 

 （令和４年４～６月期） 

５ 設備投資について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別>   （注）設備投資実施率と設備投資の内容・目的の詳細はＰ１１、Ｐ１２を御覧ください。 

○製造業 

 設備投資を実施した企業は２２.６％で、前期（２２.１％）から０.５ポイント増加し、２期ぶり

に増加した。また、前年同期（２２.８％）からは０.３ポイント減少した。 

 業種別にみると、１２業種中、「食料品製造」「家具・装備品」「パルプ・紙・紙加工品」「プ

ラスチック製品」「電気機械器具」「一般機械器具」の６業種が前期から減少し、それ以外の６業

種は増加した。 

 設備投資の内容は「生産・販売設備」が６９.１％で最も高く、次いで、「建物(工場・店舗等を

含む)」が１９.１％、「車輌・運搬具」が１７.６％と続いている。 

 設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が６１.０％で最も高く、次いで「生産・販売能力の拡

大」が３６.０％、「合理化・省力化」が２２.８％と続いている。 

 

○非製造業 

 設備投資を実施した企業は１７.４％で、前期（１７.２％）から０.２ポイント増加し、２期ぶり

に増加した。また、前年同期（１６.６％）からは０.８ポイント増加した。 

 業種別にみると、７業種中、「建設業」「運輸業」「サービス業」の３業種が前期から増加し、

それ以外の４業種は減少した。 

 設備投資の内容は、「車輌・運搬具」が４１.４％で最も高く、次いで「生産・販売設備」が 

２９.７％、「情報化機器」が２１.４％と続いている。 

 設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が５８.６％で最も高く、次いで「生産・販売能力の拡

大」が３４.５％、「合理化・省力化」が１５.９％と続いている。 

 

  <設備投資実施率> 

 実施した 実施しなかった 前期比 前年同期比 

全  体 １９.５％ ８０.５％ ＋０.３ ＋０.３ 

製 造 業 ２２.６％ ７７.４％ ＋０.５ ▲０.３ 

非製造業 １７.４％ ８２.６％ ＋０.２ ＋０.８ 

 

 

  

当期に設備投資を実施した企業は１９.５％で、前期（１９.３％）から０.３ポイント増加し、 

２期ぶりに改善した。 

内容をみると、「生産・販売設備」が４８.８％で最も高く、「車輌・運搬具」が２９.９％、 

「建物(工場・店舗等を含む)」が１８.９％と続いている。 

目的では、「更新、維持・補修」が５９.８％で最も高く、「生産・販売能力の拡大」が３５.２％、 

「合理化・省力化」が１９.２％と続いている。 

当期（令和４年４～６月期）の状況 
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  埼玉県四半期経営動向調査 

  （令和４年４～６月期） 

業種別・設備投資実施率 

設備投資実施率の推移 

 

 

 

 

<業種別> 

設備投資を予定している企業は、製造業で２２.５％、非製造業で１３.７％となっている。 

  当期に比べ、製造業、非製造業ともに減少する見通しである。 

 

    (注)業種別設備投資実施率の推移は付表(Ｐ７１)を御覧ください。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※数値は当期の実施率。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

来期に設備投資を実施する予定の企業は１７.３％で、当期（１９.５％）から、２.２ポイント減

少する見通しである。 

来期（令和４年７～９月期）の見通し 
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 埼玉県四半期経営動向調査 

 （令和４年４～６月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※数値は当期の実施率。また、生産・販売設備には、建設業の建設機械を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※数値は当期の実施率。 

 

 

 

 

設備投資の内容【複数回答】 

設備投資の目的【複数回答】 
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   埼玉県四半期経営動向調査 

     （令和４年４～６月期） 

   
 
 
１ 製造業   
 
（１）一般機械器具  
 

 【景況感】 

  ・半導体製造装置向けの需要が継続しており、好況である。 

  ・一般産業機械向けの受注は落ち着いてきたが、景況感は好況である。 

  ・上海ロックダウンの影響で受注が落ち込んでおり、景況感は不況である。 

 

 【売上高】 

  ・売上高は前年同期比５％増加した。 

  ・売上高はほとんど変わらない。 

  ・前年の半導体関連特需の反動で売上高は減少した。 

  

 【品目別の状況】 

  ・半導体製造装置向けの需要は継続する見通し。 

  ・自動車関連の受注が落ち込んでいる。 

 

 【受注単価】 

  ・価格転嫁を一部で実施し、受注単価は上がった。 

  ・ＯＥＭが中心のため、ほとんど変わらない。 

 

 【原材料価格】 

  ・鋼材価格が高騰している。 

  ・材料費は前年度比３０％増加した。 

 

 【その他諸経費】 

  ・重油、電気代が高騰している。 

  ・電気代の負担が大きくなっている。 

 

 【採算性】 

  ・採算性はほとんど変わらない。 

  ・工場の稼働率を改善した結果、採算性は良くなった。 

 

 【設備投資】 

  ・工作機械の納期が大幅に遅れている。 

  ・切削加工機、旋盤加工機の設備更新を実施した。 

  ・設備投資は実施しなかった。 

 

 【今後の見通し】 

 ・半導体製品は、最先端技術に使用されており、今後も需要は継続する見通し。 
 ・上海ロックダウンが解除され、中国国内の経済活動が戻れば良い方向に向かう。 
 ・足元の受注は一般産業機械向けを中心に落ちており、どちらともいえない。 
 
 

（２）輸送用機械器具   
 
 【景況感】 

 ・自動車メーカーの減産が続いており、不況である。 
 ・材料費の高騰でコストが増加しており、景況感は不況である。 
 ・景況感は普通である。  
 

Ⅲ ヒアリング調査からみた企業の声 
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  埼玉県四半期経営動向調査 

 （令和４年４～６月期） 

 【売上高】 
・売上高は前年同期比１２％減少した。 
・自動車メーカーの生産調整の影響で売上高は減少した。 

 
 【受注単価】 
  ・価格転嫁の交渉が進まず、ほとんど変わらない。 

・調達材を用いている新規受注品については価格転嫁を認めてもらっている。 
 
 【原材料価格】 
  ・メーカーからの有償支給のため、ほとんど変わらない。 
  ・前年比で５０％以上価格が上がった。 
 
 【その他の諸費用】 
  ・受注減に伴い電力費等も減少したため、全体ではほとんど変わらない。 
  ・電気代が大幅に上昇した。 
  ・工具関係が１５％値上がりした。 
 
 【採算性】 

・売上高減少に伴い採算性は悪くなった。 
・設備投資等の合理化により、採算性はほとんど変わらない。 
・コスト増加分を売上高でカバーしており、全体で採算性はほとんど変わらない。 

 
 【設備投資】 
  ・工場の空調工事を実施した。 
  ・増産を目的に旋盤機械を購入した。 
 
 【今後の見通し】 
  ・部材不足の影響は大きく、農機具向けの受注も落ちており、悪い方向に向かう。 
  ・自動車の減産が続いており、どちらともいえない。 
  ・自動車メーカーの増産計画次第だが、良い方向に向かうとみている。 
 

 

（３）電気機械器具  
 

【景況感】 

・５Ｇ関連の受注が増加しており、景況感は好況である。 

・景況感は不況である。 

 

【売上高】 

・５Ｇ関連の新規事業が軌道に乗り、前年同期比で売上高が増加した。 

・前期比、前年同期比ともに売上高が減少した。 

 

【原材料価格】 

・原材料価格は上がった。 

・薬品、部材価格が高騰している。 

 

【その他の諸経費】 

・電気代が高騰している。 

・その他諸経費はほとんど変わらなかった。 

 

【採算性】 

・利益率の高い半導体関連の売上高増加により、採算性は良くなった。 

・採算性はほとんど変わらない。 

 

【設備投資】 

・５Ｇ向けのライン増設の設備投資を実施した。 

・パソコン機器の更新を実施した。 
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   埼玉県四半期経営動向調査 

     （令和４年４～６月期） 

【今後の見通し】 

・半導体製造装置の需要は当面続くため、良い方向に向かうとみている。 

・先行きはどちらともいえない。 

 
 
（４）金属製品  
 

 【景況感】 

  ・半導体関連需要が継続しており、景況感は好況である。 

  ・医療機器関連の受注が落ち着いており、全体的に低調が続いている。 

  ・一部で自動車減産の影響は出ているが、全体では景況感は普通である。 

 

 【売上高】 

  ・半導体関連を中心に受注が伸び、売上高が増加した。 

  ・医療機器関連が落ち込み、売上高は減少した。 

  ・前年同月比で売上高はほとんど変わらない。 

 

 【受注単価】 

  ・価格転嫁により製品単価は上がった。 

  ・価格転嫁は一部のため、全体ではほとんど変わらない。 

 

 【原材料価格】 

  ・鋼材価格は前年比で４０％程値上がりした。 

  ・鉄、アルミニウム、ステンレスを中心に鋼材価格が高騰している。 

 

 【その他の諸費用】 

  ・ヘリウムガスが高騰しており、入手も困難になっている。 

  ・電気代の負担が大きくなっている。 

 

 【採算性】 

  ・価格転嫁により利益率は前年同期比３％改善した。 

  ・原材料費高騰の影響で採算性は悪くなった。 

  ・採算性はほとんど変わらない。 

  

 【設備投資】 

  ・塗装作業内製化の設備投資を実施した。 

  ・メッキ設備ラインを増設した。 

 

 【今後の見通し】 

  ・半導体製造装置向けの需要は今後も継続する見通しであり、良い方向に向かうとみている。 

  ・需要回復までは時間がかかる見通しである。 

 
 
（５）プラスチック製品  
 

 【景況感】 

  ・医療機器、食品加工機器関連の需要が安定しており、景況感は普通である。 

  ・自動車関連では、半導体の流通が滞った影響で受注が落ち込んだ。 

 

 【売上高】 

  ・売上高はほとんど変わらない。 

  ・前年同期並みには受注が戻っており、ほとんど変わらない。 
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 【受注単価】 

  ・材料費上昇分を価格転嫁したため、受注単価は上がった。 

  ・積極的に価格交渉を行い、全体的に単価は上がった。 

 

 【原材料価格】 

  ・樹脂の価格変動が大きく、高騰している。 

  ・前年同期比で２～３割増加している。 

 

 【人件費】 

  ・不足分を派遣会社で補っており、人件費は増加した。  

  ・３月にパートタイム６名を採用した。 

 

 【採算性】 

  ・生産効率を高めた結果、採算性は良くなった。 

  ・既存取引先の仕事は若干減少したが、医療機器関連の受注が増えてカバーできた。 

  ・原材料費高騰の影響で採算性は悪くなった。 

 

 【設備投資】 

  ・物流センターの建設用地を取得した。 

  ・５軸のマシニングセンターや加工機を導入した。 

 

 【今後の見通し】 

  ・来月以降に新規の仕事が入るので、受注が増える見通し。 

  ・受注は安定しているが、原材料費の高騰が続いており、どちらともいえない。 
 
 
（６）食料品製造  
 

 【業界の動向】 

  ・小麦やエネルギー価格の高騰が続いており、対応できない零細企業が増えている。 

  ・団体観光客向けの同業者は客足が戻らず、廃業も増えている。 

 

 【景況感】 

  ・まん延防止等重点措置が解除され、巣籠もり需要も落ち着いており、普通である。 

  ・原材料価格の高騰が続いており、不況である。 

  

 【売上高】 

  ・売上高はほとんど変わらない。 

  ・価格転嫁による売上高押し上げも一部みられたが、全体としては前期並みの水準となった。 

 

 【受注単価】 

  ・原材料価格高騰により６月からパン類の値上げを実施した。 
  ・小麦の価格高騰により３月１日から一部商品の値上げを実施した。 
 
 【原材料価格】 

  ・小麦粉の価格高騰が続いている。 

  ・小麦粉に限らず、材料全般の価格が上がっている。 

 

 【人件費】 

  ・新規施設開業に合わせ従業員を増やしており、人件費は増えた。 

  ・評価体系の見直しに合わせ全体で賃金の引上げを実施した。 

 

 【採算性】 

  ・原材料費高騰分の価格転嫁は一部に留まっており、採算性は悪くなった。 

  ・電気代、重油の費用などが高騰しており、採算性は悪くなった。 
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 【設備投資】 

  ・ＤＸの一環で工場内にカメラを設置し、製造過程の効率化を図っている。 

  ・生産増強及び入替の設備投資を実施した。 

 

 【今後の見通し】 

  ・受注は安定しているが、小麦やエネルギー価格高騰の影響が大きく、どちらともいえない。 

  ・原材料費の高騰が続いており、悪い方向に向かうとみられる。 

 
 
（７）銑鉄鋳物  
 
 【景況感】 

・ダンプやホイールトレーラー部品の受注が好調であり、好況である。 

・自動車の減産で受注が落ち込んでおり、不況である。 

 

 【売上高】 

  ・売上高は増加した。 

  ・自動車メーカーの生産調整の影響で売上高は減少した。 

 

 【受注単価】 

  ・原材料価格高騰分を価格転嫁できており、単価は上がった。 
  ・一部値上げをしたが、受注単価はほとんど変わらない。 
 
 【原材料価格】 
  ・鋼材、コークスが高騰している。 

  ・原材料価格は前期比、前年同期比ともに上がった。 

 

 【人件費】 

  ・受注増に伴い、人件費は増えた。 

  ・人件費はほとんど変わらない。 

 

 【設備投資】 

  ・電気炉１台を新規に導入した。 

  ・設備投資は実施しなかった。 

 

 【今後の見通し】 

  ・建機向けの受注が堅調に推移しており、良い方向にむかうとみている。 

  ・ウクライナ情勢が不透明であり、どちらともいえない。 

  ・鋼材価格高騰が続いており、悪い方向に向かうとみている。 

 

 
（８）印刷業  
 

【景況感】 

・景況感は不況である。 

・観光、ホテルの販促費が削減されている影響で受注量が減っている。 

・まん延防止等重点措置の解除後は仕事が動き出しており、好況である。 

 

【売上高】 

・店舗内装部門の仕事が伸び、売上高が増えた。 

・売上高はほとんど変わらない。 

 

【受注単価】 

・値上げ交渉の結果、単価が上がった。 

・受注単価はほとんど変わらない。 
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【原材料価格】 

・インク含む資材価格が１５～２５％上昇した。 

 ・アルミ、インク、紙など全ての価格が上がった。 

 

【採算性】 

・価格転嫁が進まず、採算性は悪くなった。 

・原材料費高騰の影響で更に採算性は悪くなる。 

 

【設備投資】 

・設備投資は実施しなかった。 

 

【今後の見通し】 

・取引先の景況感や感染症の動向次第であり、どちらともいえない。 

・一般印刷の受注が増加傾向であり、良い方向に向かうとみている。 

 
 
２ 小売業   
 
（１）百貨店 
 
【景況感】 

・コロナ禍前の水準には及ばないが客足は戻りつつあり、景況感は普通である。 

・昨年に比べれば回復の兆しはあるものの、コロナ禍前ほどではない。 

 

【売上高】 

・コロナ禍の行動制限が緩和され、衣料品や化粧品の売上高が伸びた。 

・まん延防止等重点措置が解除され、食料品販売は前年の巣籠もり需要に比べ減少した。 

・宝飾品は前年同期並みの売上高となった。 

 

【諸経費】 

・新卒４人を採用したが全体では自然減となり、人件費は減少した。 

・イベントやチラシ関連の諸経費が増加した。 

 

【採算性】 

・昨年耐震工事を実施したため、前年比では改善した。 

・採算性はほとんど変わらない。 

・電気代の高騰や諸経費が増加し、採算性は悪くなった。 

 

【今後の見通し】 

・海外情勢や感染症の収束次第であり、どちらともいえない。 

・感染症の行動制限が解除されれば、良い方向に向かうとみられる。 
 
 
（２）スーパー  
 

【景況感】 

・外食が増え、巣籠もり特需が伸び悩んでおり、景況感は普通である。 

・景況感は好況である。 

 

【売上高】 

・冷凍食品の需要が高まった影響で惣菜の販売は落ちている。 

・行動制限が解除され、外出が増えた影響で衣料品の売上げが伸びたが、食料品は売上高が

減少している。 
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【諸経費】 

・人材確保のため、賃金を引き上げた。 

・広告費は抑えているが、今後も人件費は増加する見込み。 

 

【採算性】 

・前年同期比では、採算性はほとんど変わらない。 

・電気代高騰の影響で、採算性は悪くなった。 

 

【今後の見通し】 

 ・原材料価格の高騰が続いており、どちらともいえない。 

・家計支出は落込む見通しであり、今後は悪い方向に向かうとみている。 

 
 
（３）商店街  
 

【景況感】 

・昨年に比べれば人出は増えているが、コロナ禍前までは戻っていない。 

・観光客の来街者が増えており、好況である。 

 

【来街者】 

・前年に比べて３０～４０％観光客が増えた。 

・休日はハイキング客の回遊ルートになっており、来街者は増加した。 

 

【個店の状況】 

・後継者が若く、工夫している店舗は売上げに反映されている状況。 

 ・コロナ禍でも変化がなく、努力していない店舗は厳しい状況が続いている。 

 

【商店街としての取組】 

・定期的にイベントを開催し、毎回新しい企画を考えている。 

・感染症が収束するまではイベントは開催できない。 

 

【今後の見通し】 

・感染症の収束次第だが、良い方向にむかうとみている。 

・物販は値上がりで買い控えが予想されるが、飲食は改善していく見通し。 

 

 

３ 情報サービス業   
 

【景況感】 

・大企業に加え、中小企業に対するデジタル化提案が増えており、好況である。 

・原材料費高騰の影響で経費削減の一環として、情報化投資の抑制がみられる。 

 

【売上高】 

・大企業向けの案件が増え、売上高は増加した。 

・売上高はほとんど変わらない。 

・デジタル化の需要は落ち着いており、売上高はほとんど変わらない。 

 

【製品価格】 

・一部価格転嫁を実施したため、受注単価は上がった。 

・カスタマイズ製品が多く受注内容で異なるが、全体として製品価格は上がった。 
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【採算性】 

・電気代の高騰があり採算性は悪化した。 

・交通費、交際費は増加傾向にあるが、全体として採算性は変わらない。 

・採算性はほとんど変わらない。 

 

【設備投資】 

・老朽化機器の設備更新を実施した。 

・改正電子帳簿保存法対応と伝票類の電子取引データ保存のためのシステムを導入した。 

・オフィス用品の入替えのみ実施した。 

 

【今後の見通し】 

・感染症が収束しつつあり、今後は良い方向にむかうとみている。 

・ウクライナ情勢による燃料費高騰の影響もあり、今後の動向は不明瞭である。 

 

 

４ サービス業 （旅行業） 
 
 【業界の動向】 

  ・業界全体としてＧＷ明けから問い合わせが増えており、上向いてきている。 

 

 【景況感】 

  ・景況感は普通である。 

 

 【受注高】 

  ・昨年も落ち込んでいたため、前年同期比では増えている。 

 

 【受注価格】 

  ・バスの燃料費高騰分を価格転嫁しており、受注価格は上がった。 

 

 【採算性】 

  ・受注の増加と価格転嫁により、採算性は良くなった。 

 

 【設備投資】 

  ・実施していない。 

 

 【今後の見通し】 

・感染症の収束次第だが、良い方向に向かうとみられる。 

 
 
５ 建設業   
 

 【業界の動向】 

  ・近隣同業で廃業等の新しい動きはなかった。 

  ・後継者不在で廃業となった会社はあった。 

  

 【景況感】 

  ・昨年のような好況感はなく、普通である。 

  ・民間工事は減少傾向にあるが、公共工事が安定しており、景況感は普通である。 

 

 【受注高】 

   ・大型案件も前年並みに受注できており、ほとんど変わらない。 

  ・受注高はほとんど変わらない。 
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  【受注価格】 

  ・価格転嫁により受注単価は上がった。 

  ・公共工事は原材料高騰分がほぼ価格転嫁されているが、民間工事は一部に留まっている。 

 

 【資材価格】 

  ・１年で資材価格が４割程上がった。 

 

 【採算性】 

  ・鉄骨の価格高騰で、採算性は悪くなった。 

  ・資材価格の高騰に価格転嫁が追い付かず、採算性が悪くなった。 

 

 【今後の見通し】  

  ・上海ロックダウンの影響で資材不足や価格高騰もあり、どちらともいえない。 

  ・資材価格や不動産価格の高騰で買い控えの動きも予想され、どちらともいえない。 
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Ⅳ 特別調査                         
 
【調査項目】 

  今回は、前回に引き続き「新型コロナウイルス感染症の影響」、経年項目である「雇用者数

の過不足感」のほか、「原油・原材料価格高騰の影響」、「債務（借入金）の過剰感」、「ＤＸへ

の取組状況」について調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査結果概要】 
 

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について  

○ 新型コロナウイルス感染症の経営への影響について、「マイナスの影響が続いてい  

る」の回答割合が５３.８％で、前回調査（令和４年１～３月期）から４．８ポイント

減少した。 
 
 ○ 「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」の回答割合は１１.６％で、前回

調査から３.０ポイント増加した。 
  
○ 「マイナスの影響が続いている」と回答した上位３業種は以下のとおりで、非製造

業は前回調査から変わらなかった。 

     【製造業】               【非製造業】 

 「繊維工業」（７５.７％）          「飲食店」（６０．８％） 

 「印刷業」（７４.４％）           「卸売・小売業」（５６．６％） 

 「食料品製造」（６３．０％）            「サービス業」（５２．２％） 

 

２ 雇用者数の過不足感について 

 ○ 雇用者数の過不足感について聞いたところ、「適正」の回答割合が６１．２％と最

も高かった。また、２年連続で「不足」が「過剰」を上回った。 

 

 ○ 前回調査（令和３年４～６月期）と比べ、「不足」は９．７ポイント増加し、「過剰」

は４．２ポイント減少した。 

 

 ○ 今後の雇用者数の見込みは、「ほぼ増減なし」が７２．０％、「増加見込み」が 

  １７．８％、「減少見込み」が１０．２％であった。 

 

３ 原油・原材料価格高騰の影響について 

 ○ エネルギーコストがコロナ前と比べて増加したと答えた企業の割合は８８．７％、 

原材料価格がコロナ前と比べて増加したと答えた企業の割合は８６．３％であった。 

 

 ○ 原油・原材料価格高騰の業績への影響について、既にマイナスの影響が出ている企

業の割合は７０．０％であった。 

 

 ○ 原油・原材料価格高騰への対応（実施又は実施予定）について聞いたところ、「販

売価格への転嫁」（５４．１％）が最も多かったが、このうち、「ほぼすべて転嫁でき

ている」は１６．２％、「一部転嫁できている」は６８．６％、「全く転嫁できない」

は１３．９％であった。 
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４ 債務（借入金）の過剰感について 

 ○ 債務の過剰感について聞いたところ、「コロナ後に過剰となった」の回答割合は  

２６．８％、「コロナ前から過剰感があった」の回答割合は１３．０％であった。 

 
 ○ 「コロナ後に過剰となった」、「コロナ前から過剰感があった」と回答した企業に、

今後の返済の見通しについて聞いたところ、「条件通り、返済できる（している）」は
５８．５％、「借換えや追加融資を検討している」は２３．８％、「返済額の減額・猶
予など条件緩和を受けないと返済は難しい」は１６．１％であった。 

  
○ 必要とする支援について聞いたところ、「融資（借換え）等の資金繰り支援」 

 （３８．３％）が最も多く、次いで「相談機能の充実」（１０．０％）、「事業（返済）

計画の策定支援」（６．９％）の順となった。 

 

５ ＤＸへの取組状況について 

 ○ ＤＸへの取組状況は、「取り組んでいる」が１９．１％で、前回調査（令和３年４

～６月期）から６．７ポイント増加した。 

 

 ○ ＤＸに取り組んでいる項目は、「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」（７４．３％）、

「ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーション

の効率化」（６８．９％）、「テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化」  

  （５６．４％）の順に多かった。 

 

 ○ ＤＸに取り組む上での課題は、「何をどう進めていいか分からない」（３５．１％）、

「ＤＸを担う人材がいない」（３４．３％）、「資金の余裕がない」（２９．０％）の順

に多かった。 

 

 ○ ＤＸに取り組む上で期待する支援は、「資金繰り・助成」（２５．７％）、「先進事例

の紹介」（２１．０％）、「相談窓口の充実」（１９．３％）の順に多かった。 
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53.8%

56.4%

51.9%

9.6%

8.8%

10.2%

11.6%

14.1%

9.8%

14.3%

12.3%

15.7%

10.8%

8.5%

12.4%

全 体

(n=1,449)

製造業

(n=603)

非製造業

(n=846)

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

 特別調査事項   

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

（１）感染症の経営への影響（回答数１，４４９社・単一回答） 

   ○ 感染症の経営への影響について聞いたところ、全体では「マイナスの影響が続いて

いる」（５３.８％）が最も多く、「今後マイナスの影響が出る見込み」（９.６％）と合

わせると、６３.４％となった。 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 業種別にみると、「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した割合は、

製造業では１４．１％、非製造業では９．８％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 【参考】過去調査との比較（※令和３年６月調査から回答項目を追加） 
   ○ 前回調査と比較すると、「マイナスの影響が続いている」と「今後マイナスの影響が

出る見込み」を合わせた回答割合は、４.８ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

経営への影響/全体（単一回答） 

経営への影響/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

経営への影響/全体/過去調査との比較（単一回答） 

マイナスの影響

が続いている, 
53.8%今後マイナス

の影響が出る

見込み, 9.6%

影響はあった

が、既にコロ

ナ前の水準に

回復, 11.6%

マイナスの影

響は出ていな

い, 14.3%

分からない, 
10.8%

66.5%

68.5%

64.8%

67.1%

56.6%

62.8%

51.8%

58.6%

53.8%

20.2%

15.1%

14.0%

11.2%

12.1%

11.0%

10.5%

9.5%

9.6%

11.1%

9.4%

13.6%

8.6%

11.6%

8.0%

9.5%

11.7%

14.0%

13.2%

10.8%

14.9%

13.4%

14.3%

5.4%

7.0%

9.6%

7.7%

7.1%

6.0%

9.1%

10.0%

10.8%

R2.6月調査…

R2.9月調査…

R2.12月調査…

R3.3月調査…

R3.6月調査…

R3.9月調査…

R3.12月調査…

R4.3月調査…

R4.6月調査…

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない
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63.0%

75.7%

60.7%

57.9%

74.4%

50.0%

59.2%

40.7%

49.3%

60.3%

52.0%

46.9%

52.0%

56.6%

60.8%

29.1%

47.5%

44.7%

52.2%

11.1%

5.4%

7.1%

8.8%

9.3%

7.1%

12.2%

3.7%

7.5%

12.1%

8.0%

10.9%

13.1%

10.8%

7.8%

9.1%

11.5%

12.8%

6.2%

5.6%

5.4%

10.7%

15.8%

9.3%

7.1%

8.2%

25.9%

26.9%

6.9%

24.0%

14.1%

5.1%

8.2%

15.7%

14.5%

13.1%

10.6%

12.4%

18.5%

2.7%

7.1%

10.5%

2.3%
23.8%

16.3%

18.5%

6.0%

13.8%

8.0%

15.6%

18.9%

10.0%

9.8%

27.3%

18.0%

17.0%

18.5%

1.9%

10.8%

14.3%

7.0%

4.7%

11.9%

4.1%

11.1%

10.4%

6.9%

8.0%

12.5%

10.9%

14.3%

5.9%

20.0%

9.8%

14.9%

10.7%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

 ○ 経営への影響について、「マイナスの影響が続いている」と回答した企業の業種をみる

と、製造業では「繊維工業」（７５．７％）、「印刷業」（７４．４％）、「食料品製造」    

（６３.０％）で回答割合が高く、非製造業では「飲食店」（６０.８％）、「卸売・小売業」

（５６．６％）、「サービス業」（５２．２％）で回答割合が高かった。   

 

 ○ 非製造業で「マイナスの影響が続いている」の回答割合の高い上位３業種は、前回調

査と変わらなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 ○ 製造業では、企業規模が大きくなるほど、「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」の回

答割合が増加する傾向がみられた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営への影響/業種詳細（単一回答） 

経営への影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

 

【
非
製
造
業
】 

(n=603) 

(n=846) 

48.1%

42.5%

43.9%

57.3%

48.4%

50.0%

60.2%

58.6%

48.3%

46.4%

51.6%

57.7%

3.8%

12.3%

10.8%

10.5%

11.0%

7.8%

8.2%

8.6%

8.4%

9.9%

9.5%

10.0%

11.5%

15.1%

13.9%

6.3%

19.8%

18.1%

12.2%

9.9%

16.8%

16.7%

13.1%

7.3%

32.7%

19.8%

19.3%

10.7%

13.2%

19.0%

11.7%

9.3%

20.3%

19.4%

15.8%

10.3%

3.8%

10.4%

12.1%

15.1%

7.7%

5.2%

7.7%

13.6%

6.3%

7.7%

10.0%

14.7%

非製造業

（n=791）

製造業

（n=565）

全体

（n=1.356）

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない 分からない

１～５人（n=162）

６～２０人（n=196）

２１～５０人（n=116）

５１人以上（n=91）

１～５人（n=410）

６～２０人（n=223）

２１～５０人（n=106）

５１人以上（n=52）

１～５人（n=572）

６～２０人（n=419）

２１～５０人（n=222）

５１人以上（n=143）
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（２）経営への影響の内容(見込み含む)（回答数：８８５社・複数回答）  

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した９１８社のうち８８５社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ   

ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、感染症の影響の内容（見込み含む）に

ついて聞いたところ、全体では「受注・売上げの減少」（８３.８％）が最も多く、次

いで「商品、部品等の仕入れ困難」（３４.８％）、「イベント、商談会の中止・延期」

（１８.５％）、「営業自粛（時間短縮含む）」（１７．４％）の順となった。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響の内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

 

83.8%

34.8%

18.5%

17.4%

5.1%

4.2%

2.6%

1.9%

4.2%

86.2%

37.9%

16.7%

15.1%

3.1%

3.4%

1.8%

2.6%

4.4%

82.1%

32.5%

19.9%

19.1%

6.6%

4.8%

3.2%

1.4%

4.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

受注・売上げの減少

商品、部品等の

仕入れ困難

イベント、商談会の

中止・延期

営業自粛

（時間短縮含む）

日本人客の減少

外国人客の減少

入金等の遅延

海外拠点等の

停止・縮小

その他

全体

製造業

非製造業
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（３）今期４～６月期の売上げ減少見込み（前年同期比）(回答数：８７６社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した９１８社のうち８７６社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ   

ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、今期（４～６月期）の売上げは前年同

期（令和３年４～６月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、全体

では「変わらない（前年同期と同じ）」(１７.１％)の回答割合が最も高く、５０％以

上売上げが減少する見込みと回答した企業は合計で２１.７％（前回調査比▲２．６ポ

イント）であった。 

 

  ○ 業種別では、製造業よりも非製造業で、５０％以上売上げが減少する見込みと回答

した企業の割合が多かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今期４～６月期の売上げが前年同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答した業

種をみると、製造業では「食料品製造」(２８．２％)、「輸送用機械器具」(２５.９％) 、

「化学工業」(２５.０%）で回答割合が高く、非製造業では「不動産業」（３６.８％）、「建設

業」（３１.８％）、「情報サービス業」（３０.０％）、「卸売・小売業」（２７．３％）で回

答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.2%

14.3% 22.2%
13.2%

6.3%

25.0%

12.1% 8.3%
13.5%

17.5%
25.9%

22.2%

31.8%
27.3%

21.2%

30.0%

5.7%

36.8%

18.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

1.3%

1.3%

1.2%

5.5%

4.8%

6.0%

4.6%

3.7%

5.2%

3.9%

2.9%

4.6%

6.5%

4.5%

8.0%

2.5%

1.9%

3.0%

7.8%

9.8%

6.2%

11.5%

12.8%

10.6%

16.9%

17.0%

16.8%

13.1%

13.6%

12.8%

17.1%

19.1%

15.6%

9.4%

8.5%

10.0%

全 体

(n=876)

製造業

(n=376)

非製造業

(n=500)

80～89%減 70～79%減 60～69%減 50～59%減

40～49%減 20～29%減 10～19%減 10%未満減 変わらない 増加する見込み30～39%減

90%以上

今期売上げの減少見込み（前年同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

 50%以上減少見込み 21.7％ 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（前年同期比）/業種別（単一回答） 

 【製造業】 【非製造業】 
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（４）今期４～６月期の売上げ減少見込み(３年前同期比)(回答数：７７９社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した９１８社のうち７７９社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ   

ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、今期（４～６月期）の売上げは３年前

同期（２０１９年４～６月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、

全体では「２０～２９％減」（１６.３％）の回答割合が最も高く、５０％以上売上げが

減少する見込みと回答した企業は合計で３０.４％（前回調査比＋２．０ポイント）であ

った。 

 

    ○ 業種別では、製造業よりも非製造業で、５０％以上売上げが減少する見込みと回答

した企業の割合が多かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 今期４～６月期の売上げが３年前同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答し

た業種をみると、製造業では「食料品製造」（３５．５％）、「印刷業」（３０.０%）、「化学工

業」（３０.０％）で回答割合が高く、非製造業では、「不動産業」（５０.０％）、「建設業」

（３９.４％）、「卸売・小売業」（３８.０％）、サービス業（３８．０％）で回答割合

が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.5%

16.7%
21.1%

14.7%

30.0%
30.0%

12.5%

22.7%

12.9%

21.2%
28.0% 29.0%

39.4%38.0%35.5%
31.6%

9.1%

50.0%

38.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

2.7%

1.2%

3.8%

6.0%

3.6%

7.8%

6.5%

4.8%

7.8%

5.4%

4.8%

5.8%

9.8%

8.1%

11.0%

6.5%

7.5%

5.8%

11.7%

13.9%

10.1%

16.3%

16.9%

15.9%

13.5%

15.7%

11.9%

9.0%

9.3%

8.7%

8.1%

9.3%

7.2%

4.5%

4.8%

4.3%

全 体

(n=779)

製造業

(n=332)

非製造業

(n=447)

80～89%減 70～79%減 60～69%減 50～59%減

40～49%減 20～29%減 10～19%減 10%未満減 変わらない 増加する見込み30～39%減

90%以上

今期売上げの減少見込み（３年前同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

 
50%以上減少見込み 30.4％ 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（３年前同期比）/業種別（単一回答） 

 

【製造業】 【非製造業】 
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（５）来期７～９月期の資金繰りへの影響（回答数：７７７社・単一回答） 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した９１８社のうち７７７社の回答割合 

 

○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの

影響が出る見込み」と回答した企業に、現在の状況が続いた場合に来期（７～９月期）の

資金繰りへの影響について聞いたところ、全体では「影響がある」が５１.９％、「影響は

ない」は２３.４％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】過去調査との比較 

 ○ 前回調査（令和４年１～３月期）と比較すると、「影響がある」と回答した割合は５.６

ポイント減少した。一方で、「影響はない」の回答割合は２．１ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 規模別にみると、全体では、規模が大きくなるほど、「影響はない」の回答割合が高くな

る傾向が見られた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.9%

51.2%

52.3%

23.4%

25.0%

22.3%

24.7%

23.8%

25.4%

全 体

(n=777)

製造業

(n=328)

非製造業

(n=449)

影響がある 影響はない 分からない

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

 

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

資金繰りへの影響/全体 (単一回答) 

 
70.3%

54.0%

57.3%

54.0%

55.8%

53.0%

57.5%

51.9%

13.2%

25.0%

24.5%

22.5%

21.8%

23.2%

21.3%

23.4%

16.5%

21.0%

18.2%

23.5%

22.4%

23.8%

21.2%

24.7%

R2.6月調査…

R2.12月調査…

R3.3月調査…

R3.6月調査…

R3.9月調査…

R3.12月調査…

R4.3月調査…

R4.6月調査…

影響がある 影響はない 分からない

52.2%

52.0%

52.9%

52.3%

34.0%

47.6%

56.9%

53.6%

40.0%

49.6%

54.9%

52.6%

47.8%

22.0%

27.9%

18.3%

42.6%

28.6%

21.1%

19.0%

44.3%

25.7%

24.4%

18.5%

0.0%

26.0%

19.2%

29.5%

23.4%

23.8%

22.0%

27.4%

15.7%

24.8%

20.7%

28.9%

非製造業

（n=418）

製造業

（n=303）

全体

（n=721）

影響がある 影響はない 分からない

１～５人（n=84）

６～２０人（n=109）

２１～５０人（n=63）

５１人以上（n=47）

１～５人（n=241）

６～２０人（n=104）

２１～５０人（n=50）

５１人以上（n=23）

１～５人（n=325）

６～２０人（n=213）

２１～５０人（n=113）

５１人以上（n=70）
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○ 来期の資金繰りへの影響について、「影響がある」と回答した企業の業種をみると、製造

業では、「食料品製造」（６７.７％）、「輸送用機械器具」（５９.３％）、「パルプ・紙・紙加工

品」（５７．６％）で回答割合が高く、非製造業では「飲食店」(６３.３％)、「不動産業」

（６１．９％）で回答割合が高かった。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.7%

41.7%

52.6%

57.6%

56.3%

42.9%

48.3%

50.0%

41.4%

52.9%

59.3%

37.9%

48.4%

48.7%

63.3%

47.4%

56.3%

61.9%

56.3%

25.8%

20.8%

15.8%

24.2%

15.6%

38.1%

31.0%

20.0%

37.9%

20.6%

25.9%

24.1%

23.2%

25.0%

10.0%

26.3%

18.8%

19.0%

21.9%

6.5%

37.5%

31.6%

18.2%

28.1%

19.0%

20.7%

30.0%

20.7%

26.5%

14.8%

37.9%

28.4%

26.3%

26.7%

26.3%

25.0%

19.0%

21.9%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

影響がある 影響はない 分からない

資金繰りへの影響/業種詳細（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

(n=328) 

(n=449) 

 

【
非
製
造
業
】 
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（６）感染症の影響に対して実施した又は実施予定の対応策（回答数：９２５社・複数回答） 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」、「今後マイナスの影響が出る見込み」又は

「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した１，０８６社のうち９２５

社の回答割合 

 

   ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」、「今後マイナスの

影響が出る見込み」又は「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した

企業に、感染症の影響に対して実施した又は実施予定の対応策について聞いたとこ

ろ、全体では「運転資金などの借入れ」(３９．８％)が最も多く、次いで「事業復活

支援金の活用【国】」（３２．２％）、「雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金の活用【国】」

（１９．９％）の順となった。 

 

  ○ 業種別では、「運転資金などの借入れ」、「雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金の活   

用【国】」、「ものづくり補助金・持続化補助金・IT 導入補助金・「事業承継・引継ぎ補助

金」の活用【国】」について、製造業が非製造業よりも回答割合が高かった。また、「事

業復活支援金の活用【国】」、「一時支援金・月次支援金の活用【国】」については、非製

造業が製造業よりも回答割合が高かった。 

 

 

 
実施した又は実施予定の対応策/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

39.8%

32.2%

19.9%

14.7%

12.1%

10.3%

8.6%

8.5%

7.8%

5.2%

5.0%

3.9%

3.1%

3.0%

4.5%

18.3%

42.1%

29.1%

26.7%

11.0%

11.7%

14.4%

9.3%

9.5%

8.1%

3.2%

2.7%

1.2%

1.0%

0.5%

4.4%

18.3%

38.0%

34.7%

14.5%

17.6%

12.4%

7.0%

8.1%

7.8%

7.6%

6.8%

6.8%

6.0%

4.8%

5.0%

4.7%

18.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

運転資金などの借入れ

事業復活支援金の活用【国】

雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金の活用 【国】

一時支援金・月次支援金の活用【国】

雇用調整（シフト削減など）

ものづくり補助金・持続化補助金・IT導入補助金・

「事業承継・引継ぎ補助金」の活用【国】

市町村が実施している事業者向け支援制度の活用

営業（稼働）日数の削減

事業再構築補助金の活用【国】

感染防止対策への投資

取引先などの変更

埼玉県感染防止対策協力金の活用

販売価格などの引下げ

埼玉県外出自粛等関連事業者協力支援金・

埼玉県酒類販売事業者等協力支援金の活用

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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（７）県に期待する支援（回答数：１，３７８社・複数回答） 

 

   ○ 県に期待する支援について聞いたところ、全体では「制度融資の拡充・借換支援」      

（４２.０％）が最も多く、次いで「雇用調整に関する支援」（２０.５％）、「感染予防

対策への支援」（１６.８％）の順となった。 

   

  ○ 前回調査（令和 ４年１～３月期）と同様、回答割合の多かった項目のうち、「制度

融資の拡充・借換支援」、「雇用調整に関する支援」、「販路拡大、新商品開発支援」に

ついては、製造業の回答割合が非製造業の回答割合を上回ったが、「感染予防対策への

支援」や「事業承継に関する支援」については、非製造業の回答割合が製造業の回答

割合を上回った。 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県に期待する支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

42.0%

20.5%

16.8%

14.4%

12.0%

6.4%

4.4%

4.3%

3.9%

3.6%

2.8%

24.5%

43.2%

25.1%

12.9%

17.1%

9.9%

6.1%

4.5%

2.4%

1.7%

1.2%

2.6%

23.0%

41.2%

17.3%

19.7%

12.6%

13.4%

6.6%

4.4%

5.6%

5.5%

5.2%

3.0%

25.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

制度融資の拡充・借換支援

雇用調整に関する支援

感染予防対策への支援

販路拡大、新商品開発支援

事業承継に関する支援

業態転換、新事業立上げへ

の支援

AI・IoT・RPAの導入支援

テレワーク・在宅勤務への支

援

Go To 関連事業の上乗せ支

援

キャッシュレス決済の導入支

援

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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15.3%

17.5%
19.1%

23.5%

31.6% 30.4%

22.5%

11.1%

11.7%

12.5%

15.3%

19.3%

25.9%
25.2%

27.8%

31.4%

36.4%

33.5%

14.5%

23.3%

33.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

２ 雇用者数の過不足感について 

 

（１）現在の雇用者数の過不足感（回答数：１，３９０社・単一回答） 

 【全体】 

  ○ 雇用者数の過不足感は、「適正」の回答割合が６１.２％と最も高かった。また、２年

連続で「不足」が「過剰」を上回った。 

 

  ○ 前回調査（令和３年４～６月期）と比べると、「不足」は、２３.３％から３３．０％

と９．７ポイント増加した。「適正」は５．５ポイント減少、「過剰」は４．２ポイント

減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 令和２年度調査では、新型コロナウイルス感染症に起因する経済活動の停滞により、

不足感が大きく減少したが、２年連続で増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度６月時点の調査結果（H26 は９月時点） 

現在の雇用者数の過不足感/全体(単一回答) 

雇用者数の不足感推移/全体 

5.8%

10.0%

15.6%

5.2%

4.9%

61.2%

66.7%

69.9%

61.2%

58.7%

33.0%

23.3%

14.5%

33.5%

36.4%

令和4年6月

令和3年6月

令和2年6月

令和元年6月

平成30年6月

過 剰 適 正 不 足

リーマンショック（9 月） 第 2 次安倍内閣発足(12 月) 
新型コロナウイルス 
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 【製造業・非製造業】  

 ○ 製造業、非製造業ともに「過剰」、「適正」が減少し、「不足」が増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 製造業では、「金属製品」及び「電気機械器具」以外の全ての業種で前回調査と比べ

「不足」が増加している。 

 

 ○ 不足感が高い業種をみると、「輸送用機械器具」（４２.０％・前年比＋１５.５ポイ

ント）「食料品製造」（４０.４％・前年比＋３２.１ポイント）、「鉄鋼業・非鉄金属」

（３６.０％・前年比＋２.７ポイント）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者数の過不足感/製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感/非製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感/製造業/業種詳細（単一回答） 

7.0%

12.2%

19.2%

7.6%

7.0%

62.6%

66.1%

68.6%

63.8%

60.0%

30.4%

21.7%

12.3%

28.6%

33.0%

令和4年6月

令和3年6月

令和2年6月

令和元年6月

平成30年6月

過 剰 適 正 不 足

5.0%

8.3%

12.8%

3.4%

3.2%

60.1%

67.2%

71.0%

59.2%

57.7%

34.9%

24.5%

16.2%

37.4%

39.1%

令和4年6月

令和3年6月

令和2年6月

令和元年6月

平成30 年6月

過 剰 適 正 不 足
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 ○ 非製造業では、全ての業種で、前回調査と比べ「不足」が増加した。 

 

 ○ 不足感の高い業種をみると、「運輸業」（６１．０％・前年比＋６．６ポイント）、

「飲食店」（４２．９％・前年比＋１８．４ポイント）、「建設業」（４０．５％・前

年比＋８．１ポイント）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

  ○ 全体では、「２１～５０人」規模で「不足」（５３．２％、前年比＋１７．８ポイン

ト）と回答した割合が最も高かった。 

 

 ○ 前回調査と比較すると、製造業・非製造業ともに、全ての規模で「過剰」が減少する

とともに「不足」が増加した。「不足」と回答した割合が高かったのは、製造業では    

「２１～５０人」規模の４９．１％（前年比＋１６．６ポイント）、非製造業では    

「５１人以上」規模の６１．５％（前年比＋３１．９ポイント）であった。 

 

  ○ 非製造業では、規模が大きくなるほど、「不足」の回答割合が高くなった。また、 

  「５１人」規模では「過剰」は０．０％であった。 

 

 

  

雇用者数の過不足感/全体・製造業・非製造業/規模別(単一回答) 

 

雇用者数の過不足感/非製造業/業種詳細(単一回答) 

0.0% 

0.0%

4.8%

7.0%

4.3%

7.7%

6.9%

6.7%

5.7%

4.9%

5.9%

6.9%

4.7%

38.5%

37.5%

48.8%

74.2%

61.5%

44.0%

61.1%

78.0%

53.1%

40.9%

54.7%

75.3%

61.5%

57.7%

44.2%

21.5%

30.8%

49.1%

32.1%

16.4%

42.0%

53.2%

38.5%

20.0%

非製造業

（n=762）

製造業

（n=559）

全体

（n=1,321）

過剰 適正 不足

１～５人（n=159）

６～２０人（n=193）

２１～５０人（n=116）

５１人以上（n=91）

１～５人（n=391）

６～２０人（n=215）

２１～５０人（n=104）

５１人以上（n=52）

１～５人（n=550）

６～２０人（n=408）

２１～５０人（n=220）

５１人以上（n=143）
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（２）正規社員・非正規社員の過不足感（回答数：正規社員１，３２０社、非正規社員 

   １，１４３社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

  ○ 正規社員・非正規社員ともに、「不足」の回答割合が「過剰」の回答割合よりも高

かった。また、正規社員・非正規社員ともに、非製造業の方が製造業よりも「不足」

の回答割合が高く、「過剰」の回答割合が低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

正規社員の過不足感/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

非正規社員の過不足感/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

4.6%

7.3%

5.8%

66.7%

64.7%

65.8%

28.7%

28.0%

28.4%

非製造業

製造業

全体

過 剰 適 正 不 足

3.4%

4.7%

3.9%

70.2%

73.4%

71.6%

26.4%

22.0%

24.5%

非製造業

製造業

全体

過 剰 適 正 不 足
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【業種別】 

  ○ 製造業では、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「輸送用機械器

具」（４０．８％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（３３．３％）「一般機械器具」  

   （３３．３％）の順となった。 

 

  ○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「食料品製造」（４３．５％）、

「プラスチック製品」（２７．５％）、「輸送用機械器具」（２６．１％）の順とな

った。 

 

  ○ 非製造業では、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「運輸業」   

（５４．４％）、「建設業」（３８．３％）、「情報サービス業」（３２．７％）の

順となった。 

 

  ○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「飲食店」（４４．７％）、「サ

ービス業」（３２．７％）、「運輸業」（２７．１％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.2%
4.3%

9.1%
4.3%

3.7%
0.0%

5.6%
2.2%

14.3%
3.0%

10.0%
0.0%

8.5%
5.0%

3.9%
9.3%

3.1%
3.7%

7.5%
6.0%

8.2%
13.0%

7.4%
2.0%

63.3%
52.2%

72.7%
82.6%

74.1%
87.0%

64.8%
75.6%

64.3%
78.8%

60.0%
76.9%

59.6%
67.5%

62.7%
69.8%

72.3%
83.3%

75.5%
74.0%

51.0%
60.9%

59.3%
82.0%

28.6%
43.5%

18.2%
13.0%

22.2%
13.0%

29.6%
22.2%

21.4%
18.2%

30.0%
23.1%

31.9%
27.5%

33.3%
20.9%

24.6%
13.0%

17.0%
20.0%

40.8%
26.1%

33.3%
16.0%

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

過剰 適正 不足

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

正規社員・非正規社員の過不足感/製造業/業種詳細（単一回答） 

 

正規社員・非正規社員の過不足感/非製造業/業種詳細（単一回答） 

 
1.3%

3.3%

6.3%

4.6%

8.5%
4.3%

3.8%
6.0%

1.8%

0.0%

0.0%
0.0%

6.6%

2.6%

60.4%
70.7%

71.8%
72.4%

70.2%
51.1%

63.5%
80.0%

43.9%
72.9%

87.8%
88.2%

67.7%
64.7%

38.3%
26.0%

21.8%
23.0%

21.3%
44.7%

32.7%
14.0%

54.4%
27.1%

12.2%
11.8%

25.7%
32.7%

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

軸
ラ

ベ
ル

過剰 適正 不足

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

　サービス業

　飲 食 店

　卸売・小売業

　建 設 業

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

　サービス業

　飲 食 店

　卸売・小売業

　建 設 業
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（令和４年４～６月期） 

（３）今後の雇用者数の見込み（回答数：１，３６７社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

  ○ 全体では、「ほぼ増減なし」が７２．０％を占め、「増加見込み」（１７．８％） 

   は「減少見込み」（１０．２％）を７．６ポイント上回った。 

 

  ○ 前回調査と比較すると、「増加見込み」は３.１ポイント増加し、「減少見込み」は   

０.６ポイント増加した。 

 

  ○ 製造業では、前回調査と比較すると、「増加見込み」は４．６ポイント増加し、「減

少見込み」は１．４ポイント減少した。 

 

  ○ 非製造業では、前回調査と比較すると、「増加見込み」は２．３ポイント増加し、

「減少見込み」は２．０ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の雇用者数の見込み/全体（単一回答） 

 

今後の雇用者数の見込み/製造業（単一回答） 

今後の雇用者数の見込み/非製造業（単一回答） 

18.3%

14.7%

17.8%

69.4%

75.7%

72.0%

12.3%

9.6%

10.2%

平成２８年６月

令和３年６月

令和４年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

18.2%

18.5%

23.1%

67.2%

71.9%

68.7%

14.5%

9.6%

8.2%

平成２８年６月

令和３年６月

令和４年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

18.3%

11.8%

14.1%

71.1%

78.5%

74.3%

10.6%

9.6%

11.6%

平成２８年６月

令和３年６月

令和４年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み
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（令和４年４～６月期） 

【業種別】 

 ○ 雇用者数の増加を見込む業種は、「食料品製造」（３０．０％）、「一般機械器具」

（２８．８％）、「化学工業」（２７.５％）の順で高い割合となっている。 

    

 ○ 減少を見込む業種は、「飲食店」（２０.４％）、「サービス業」（１５.２％）、「食

料品製造」（１４．０％）の順で高い割合となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）今後の従業員給与の見込み（回答数：１，３５５社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

  ○ 全体では、「ほぼ増減なし」が６７.１％を占め、「増加見込み」が２５．６％、「減

少見込み」が７．３％であった。 

 

  ○ 製造業と非製造業を比較すると、「増加見込み」について、製造業（３１．６％）   

が非製造業（２１．３％）を１０．３ポイント上回った。 

  

 

 

今後の雇用者数の見込み/業種詳細（単一回答） 

今後の従業員給与の見込み/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

18.1%

4.4%

15.0%

22.6%

16.3%

14.0%

8.8%

28.8%

18.0%

23.6%

26.6%

26.5%

20.4%

27.5%

19.0%

25.9%

11.5%

5.9%

30.0%

66.7%

86.7%

73.3%

67.9%

63.3%

77.1%

80.5%

64.4%

70.0%

67.3%

67.2%

63.3%

75.5%

70.0%

69.0%

68.5%

84.6%

82.4%

56.0%

15.2%

8.9%

11.7%

9.4%

20.4%

8.9%

10.7%

6.8%

12.0%

9.1%

6.3%

10.2%

4.1%

2.5%

11.9%

5.6%

2.9%

11.8%

14.0%

サービス業

不動産業

運輸業

情報サービス

飲食店

卸売・小売業

建設業

一般機械器具

輸送用機械器具

電気機械器具

金属製品

鉄鋼業・非鉄金属

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

化学工業

印刷業

ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品

家具・装備品

繊維工業

食料品製造

増加見込み ほとんど増減なし 減少見込み

21.3%

31.6%

25.6%

71.3%

61.2%

67.1%

7.4%

7.2%

7.3%

非製造業

製造業

全体

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み
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（令和４年４～６月期） 

  ○ 前回調査と比較すると、「増加見込み」は１０．０ポイント増加し、「減少見込み」

は３．０ポイント減少した。 

 

  ○ 製造業では、前回調査と比較すると、「増加見込み」は１２．０ポイント増加し、

「減少見込み」は１．９ポイント減少した。 

 

  ○ 非製造業では、前回調査と比較すると、「増加見込み」は８．７ポイント増加し、

「減少見込み」は３．８ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の従業員の給与見込み/全体（単一回答） 

 

今後の従業員の給与見込み/製造業（単一回答） 

今後の従業員の給与見込み/非製造業（単一回答） 

15.6%

25.6%

74.1%

67.1%

10.3%

7.3%

令和３年６月

令和４年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

19.6%

31.6%

71.3%

61.2%

9.1%

7.2%

令和３年６月

令和４年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

12.6%

21.3%

76.2%

71.3%

11.2%

7.4%

令和３年６月

令和４年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み
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（令和４年４～６月期） 

【業種別】 

 ○ 従業員給与の増加を見込む業種は、「金属製品」（４１．５％）、「情報サービス」

（３９．６％）、「輸送用機械器具」（３８．０％）の順で高い割合であった。 

 

 ○ 減少を見込む業種は、「繊維工業」（１１.４％）、「一般機械器具」（１０.５％）、

「飲食店」（１０.２％）の順で高い割合であった。 

 

 

 

 

 

 

今後の従業員給与の見込み/業種詳細（単一回答） 

23.7%

11.4%

20.3%

39.6%

22.4%

18.1%

20.4%

31.6%

38.0%

27.8%

41.5%

36.7%

33.3%

36.8%

19.0%

35.2%

7.1%

20.0%

34.0%

69.2%

79.5%

72.9%

52.8%

67.3%

75.2%

72.0%

57.9%

54.0%

63.0%

52.3%

55.1%

62.5%

57.9%

73.8%

59.3%

89.3%

68.6%

60.0%

7.1%

9.1%

6.8%

7.5%

10.2%

6.7%

7.6%

10.5%

8.0%

9.3%

6.2%

8.2%

4.2%

5.3%

7.1%

5.6%

2.9%

11.4%

6.0%

サービス業

不動産業

運輸業

情報サービス

飲食店

卸売・小売業

建設業

一般機械器具

輸送用機械器具

電気機械器具

金属製品

鉄鋼業・非鉄金属

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

化学工業

印刷業

ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品

家具・装備品

繊維工業

食料品製造

増加見込み ほとんど増減なし 減少見込み
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（令和４年４～６月期） 

３ 原油・原材料価格高騰の影響について 

 

（１）コロナ前と比べたエネルギーコスト（回答数：１，３９７社・単一回答） 

 

  ○ コロナ前と比べたエネルギーコストの増減について聞いたところ、全体では「＋５％

～＋１０％未満」（３３.８％）が最も多く、次いで「＋１０％～＋２０％未満」 

   （３２．１％）、「＋２０％～＋５０％未満」（１２．６％）、「変化なし」 

   （９．２％）の順となった。 

  

   ○ 「＋５％未満」から「＋５０％以上」まで、エネルギーコストが増加したと回答し

た企業の割合は、全体では８８．７％であった。 

 

   ○ 業種別では、エネルギーコストが増加したと回答した企業の割合は、製造業 

    （９２.４％）が非製造業（８６．０％）よりも６．４ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【参考】過去調査との比較 
   ○ 前回調査（令和３年１０～１２月期）と比較すると、エネルギーコストが増加した

と回答した企業の割合は、７５．１％から８８．７％と１３．６ポイント増加してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ前と比べたエネルギーコスト/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

8.4%

17.3%

9.0%

33.8%

33.2%

34.2%

32.1%

33.8%

30.9%

12.6%

15.3%

10.7%

1.8%

2.6%

1.2%

9.2%

6.0%

11.5%

2.1%

1.5%

2.5%

全 体
(n=1,397)

製造業
(n=582)

非製造業
(n=815)

＋5％未満 ＋5％～＋10％未満 ＋10％～＋20％未満 ＋20％～＋50％未満 ＋50％以上 

変化なし 減少している 

エネルギーコストの増加 88.7％ 

8.4%

15.8%

33.8%

32.6%

32.1%

19.7%

12.6%

5.8%

1.8%

1.2%

9.2%

21.9%

2.1%

3.0%

R4.6月調査

R3.12月調査

＋10%～＋20%未満＋5%未満 ＋5%～＋10%未満 ＋20%～＋50%未満 ＋50%以上 変化なし 減少している

エネルギーコストの増加 75.1％ 
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（令和４年４～６月期） 

（２）コロナ前と比べた原材料の仕入れ価格（回答数：１，４１３社・単一回答） 

 

  ○ コロナ前と比べた原材料の仕入れ価格の増減について聞いたところ、全体では「＋

１０％～＋２０％未満」（３４．０％）が最も多く、次いで「＋５％～＋１０％未満」  

   （２５．１％）次いで、「＋２０％～＋５０％未満」（１６．６％）の順となった。 

  

   ○ 「＋５％未満」から「＋５０％以上」まで、原材料の仕入れ価格が増加したと回答

した企業の割合は、全体では８６．３％であった。 

 

   ○ 業種別では、原材料の仕入れ価格が増加したと回答した企業の割合は、製造業  

（９３．３％）が非製造業（８１．３％）よりも１２.０ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】過去調査との比較 
   ○ 前回調査と比較すると、原材料の仕入れ価格が増加したと回答した企業の割合は、  

７７．６％から８６．３％と８．７ポイント増加している。 

 

 

 

 

コロナ前と比べた原材料の仕入れ価格/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

6.9%

4.0%

8.9%

25.1%

20.4%

28.5%

34.0%

40.8%

29.0%

16.6%

22.8%

12.1%

3.8%

5.2%

2.8%

11.8%

5.7%

16.2%

1.8%

1.0%

2.4%

全 体
(n=1,413)

製造業
(n=593)

非製造業
(n=820)

＋5％未満 ＋5％～＋10％未満 ＋10％～＋20％未満 ＋20％～＋50％未満 
＋50％以上 

変化なし 減少している 

原材料の仕入れ価格の増加 86.3％ 

6.9%

11.8%

25.1%

30.5%

34.0%

23.5%

16.6%

9.9%

3.8%

1.9%

11.8%

20.7%

1.8%

1.8%

R4.6月調査

R3.12月調査

＋10%～＋20%未満＋5%未満 ＋5%～＋10%未満 ＋20%～＋50%未満 ＋50%以上 変化なし 減少している

原材料価格の高騰原材料の仕入れ価格の増加 77.6％ 
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（令和４年４～６月期） 

（３）原油・原材料価格高騰の業績への影響（回答数：１，４２２社・単一回答） 

 

  ○ 原油・原材料価格高騰の業績への影響について聞いたところ、全体では「ある程度

マイナスの影響がでている」（４６.４％）が最も多く、次いで「大きなマイナスの影

響がでている」（２３．６％）、「今後マイナスの影響がでる」（１８．８％）の順

となった。 

 

   ○ 「大きなマイナスの影響がでている」と「ある程度マイナスの影響がでている」 

を合わせた既にマイナスの影響がでている企業の割合は、７０．０％であった。 

 

   ○ 業種別では、「大きなマイナスの影響がでている」と「ある程度マイナスの影響 

    がでている」を合わせた既にマイナス影響がでている企業の割合は、製造業 

    （７７．１％）が非製造業（６４．９％）よりも１２.２ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【参考】過去調査との比較 
   ○ 前回調査と比較すると、既にマイナスの影響がでている企業の割合は、５６．９％か

ら７０．０％と１３．１ポイント増加している。 

23.6%

15.0%

46.4%

41.9%

18.8%

27.4%

11.0%

15.5%

0.2%

0.2%

R4.6月調査

R3.12月調査

マイナスの影響が出ている

大きなマイナスの影響が出ている ある程度マイナスの影響が出ている 今後マイナスの影響が出る 影響はない

プラスの影響が出ている（今後出る）

 

 

 

 

原油・原材料価格高騰の業績への影響/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

23.6%

29.9%

19.1%

46.4%

47.2%

45.8%

18.8%

16.5%

20.4%

11.0%

6.1%

14.5%

0.2%

0.3%

0.1%

全 体

(n=1,422)

製造業

(n=595)

非製造業

(n=827)

マイナスの影響が出ている 70.0%

大きなマイナスの影響がでている ある程度マイナスの影響がでている 今後マイナスの影響がでる

影響はない

プラスの影響がでている（今後でる）

56.9％ 
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（４）原油・原材料価格高騰への対応（実施又は実施予定）（回答数：１，４１９社・複数回答） 

 

  ○ 原油・原材料価格高騰への対応（実施又は実施予定）について聞いたところ、全体

では「販売価格への転嫁」（５４．１％）が最も多く、次いで「使用原材料を見直し」

（１５．８％）、「仕入先を見直し」（１４.７％）の順となった。 

  

   ○ 業種別では、「販売価格への転嫁」について、製造業の回答割合が非製造業の回答

割合を大きく上回った。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原油・原材料価格高騰への対応/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

54.1%

15.8%

14.7%

8.0%

7.2%

6.1%

5.2%

4.8%

3.1%

3.0%

27.1%

1.5%

68.5%

16.8%

15.7%

13.9%

7.1%

5.4%

5.1%

6.3%

3.6%

2.2%

16.1%

1.2%

43.8%

15.1%

14.0%

3.7%

7.2%

6.6%

5.3%

3.7%

2.8%

3.6%

34.9%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

販売価格への転嫁

使用原材料を見直し

仕入先を見直し

生産工程を見直し

物流を見直し

製品・サービスの構成を見直し

投入する原材料等を削減

省エネ設備を導入

人員を削減

賃金を引き下げ

特になし

その他

全体

製造業

非製造業
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（５）販売価格への転嫁（回答数：７４８社・単一回答） 

 ※（４）で「販売価格への転嫁」と回答した７６８社のうち７４８社の回答割合 

 

  ○ （４）で原油・原材料価格高騰への対応について「販売価格への転嫁」と回答した

企業に、販売価格へはどの程度転嫁できたかについて聞いたところ、全体では「一部

転嫁できている」（６８．６％）が最も多く、次いで「ほぼすべて転嫁できている」    

（１６.２％）、「全く転嫁できない」（１３.９％）の順となった。 

  

   ○ 業種別では、「ほぼすべて転嫁できている」及び「一部転嫁できている」を合わせ

た回答割合は、製造業が非製造業を上回ったが、「全く転嫁できない」の回答割合は、

非製造業が製造業を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

  ○ 全体では、「１～５人」規模で、「ほぼすべて転嫁できている」及び「一部転嫁でき

ている」を合わせた回答割合が高くなった。 

 

 ○ 製造業では、「２１人～５０人」規模で、「ほぼすべて転嫁できている」及び「一部転

嫁できている」を合わせた回答割合が高くなった。 

   非製造業では、「１～５人」規模で「ほぼすべて転嫁できている」及び「一部転嫁でき

ている」を合わせた回答割合が高くなった。 

 

販売価格への転嫁/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

16.2%

16.1%

16.3%

68.6%

71.6%

65.1%

13.9%

10.6%

17.7%

1.3%

1.8%

0.9%

全 体

(n=748)

製造業

(n=398)

非製造業

(n=350)

ほぼすべて転嫁できている 一部転嫁できている 全く転嫁できない その他

4.0%

10.6%

13.2%

22.5%

16.2%

18.8%

12.5%

20.2%

13.1%

15.9%

12.8%

21.6%

72.0%

53.2%

64.2%

67.5%

67.6%

74.1%

72.7%

69.1%

68.7%

66.7%

68.8%

68.2%

24.0%

31.9%

22.6%

9.3%

12.2%

7.1%

12.5%

9.6%

15.2%

15.9%

17.1%

9.4%

0.0%

4.3%

0.0%

0.7%

4.1%

0.0%

2.3%

1.1%

3.0%

1.5%

1.3%

0.8%

非製造業

（n=329）

製造業

（n=381）

全体

（n=710）

ほぼ全て転嫁できている 一部転嫁できている 全く転嫁できない その他

１～５人（n=94）

６～２０人（n=128）

２１～５０人（n=85）

５１人以上（n=74）

１～５人（n=151）

６～２０人（n=106）

２１～５０人（n=47）

５１人以上（n=25）

１～５人（n=245）

６～２０人（n=234）

２１～５０人（n=132）

５１人以上（n=99）
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（６）価格に転嫁できない理由（回答数：５６７社・単一回答） 

 ※（５）で「一部転嫁できている」、「全く転嫁できない」又は「その他」と回答した 

６２７社のうち５６７社の回答割合 

 

  ○ （５）で販売価格へはどの程度転嫁できたかについて「一部転嫁できている」、「全

く転嫁できない」又は「その他」と回答した企業に、価格に転嫁できない理由につい

て聞いたところ、全体では「販売先との力関係」（４１.３％）が最も多く、次いで、

「同業他社が引き上げていない」（１９．８％）、「消費者の引き上げに対する抵抗

感」（１９．６％）の順となった。 

  

   ○ 業種別では、「販売先との力関係」の回答割合が、製造業（４９.３％）において非

製造業（３１．８％）よりも１７．５ポイント高かったが、「消費者の引き上げに対

する抵抗感」の回答割合については、非製造業（２９．１％）において製造業  

    （１１．４％）よりも１７．７ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格に転嫁できない理由/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

41.3%

19.8%

19.6%

6.0%

6.0%

7.4%

49.3%

16.3%

11.4%

7.2%

6.5%

9.2%

31.8%

23.8%

29.1%

4.6%

5.4%

5.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

販売先との力関係

同業他社が引き上げていない

消費者の引き上げに

対する抵抗感

販売先の業績悪化

長期契約のため価格変更が

困難

その他

全体

製造業

非製造業
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（７）必要とする支援（回答数：１，３７５社・複数回答） 

 

  ○ 必要とする支援について聞いたところ、全体では「減税措置（４５．５％）」が最も   

多く、次いで「融資等の資金繰り支援」（２８．４％）、「行政から産業界への適正な価

格転嫁の要請」（２５．１％）の順となった。 

 

  ○ 業種別では、「減税措置」の回答割合が非製造業（４８.１％）において製造業    

（４１．８％）よりも６．３ポイント高かったが、「行政から産業界への適正な価格転

嫁の要請」の回答割合については、製造業（３１．１％）において非製造業（２０．８％）

よりも１０．３ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要とする支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

 

45.5%

28.4%

25.1%

9.0%

8.4%

5.8%

4.1%

1.9%

19.9%

41.8%

29.7%

31.1%

12.4%

10.5%

7.3%

3.7%

1.6%

17.1%

48.1%

27.4%

20.8%

6.6%

7.0%

4.7%

4.5%

2.1%

21.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

減税措置

融資等の資金繰り支援

行政から産業界への適正な

価格転嫁の要請

適正な下請取引事例等の情

報提供

取引先確保のための販路開

拓支援

設備導入補助や専門家派遣

等の省エネ支援の強化

相談窓口の設置

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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４ 債務（借入金）の過剰感について 

 

  （１）債務の過剰感（回答数１，３６５社・単一回答） 

   ○ 債務の過剰感について聞いたところ、全体では「コロナ後に過剰になった」は  

   ２６．８％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 債務の過剰感について、「コロナ後に過剰になった」と回答した企業を業種別にみると、

製造業では「繊維工業」（３４．３％）、「プラスチック製品」（３３．３％）、「鉄鋼業・

非鉄金属」（３１．４％）の回答割合が高く、非製造業では「飲食店」（４６．９％）、「建

設業」（２８．８％）、「サービス業」（２６．６％）の回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債務の過剰感/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

26.8%

27.3%

26.4%

13.0%

14.7%

11.7%

4.0%

3.5%

4.4%

37.9%

37.2%

38.4%

18.3%

17.3%

19.1%

全 体

(n=1,365)

製造業

(n=578)

非製造業

(n=787)

コロナ後に過剰となった コロナ前から過剰感があった 過剰感はあったが、既に解消 コロナ前も後も過剰感はない 分からない

30.6%

34.3%

25.0%

29.1%

16.3%

19.5%

33.3%

31.4%

30.2%

18.2%

30.0%

28.3%

28.8%

23.5%

46.9%

20.0%

24.6%

21.4%

26.6%

8.2%

22.9%

25.0%

14.5%

16.3%

9.8%

12.5%

15.7%

9.5%

18.2%

18.0%

13.3%

8.3%

18.0%

8.2%

7.3%

15.8%

9.5%

6.9%

6.1%

0.0%

1.8%

2.3%

2.4%

6.3%

2.0%

3.2%

1.8%

4.0%

8.3%

3.8%

2.7%

12.2%

5.5%

5.3%

4.8%

4.6%

30.6%

28.6%

25.0%

40.0%

41.9%

48.8%

35.4%

39.2%

38.1%

41.8%

42.0%

30.0%

40.4%

34.1%

16.3%

49.1%

40.4%

42.9%

43.9%

24.5%

14.3%

25.0%

14.5%

23.3%

19.5%

12.5%

11.8%

19.0%

20.0%

6.0%

20.0%

18.6%

21.6%

16.3%

18.2%

14.0%

21.4%

17.9%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

コロナ後に過剰となった コロナ前から過剰感があった 過剰感はあったが、既に解消 コロナ前も後も過剰感はない 分からない

債務の過剰感/業種詳細（単一回答） 

【
製
造
業
】 

【
非
製
造
業
】 
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   ○ 債務の過剰感について、「コロナ後に過剰になった」と回答した企業を規模別にみると、

製造業、非製造業ともに、「６～２０人」規模で最も回答割合が高く、「６～２０人」規

模から「５１人以上規模」までは、規模が大きくなるほど、回答割合が低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （２）今後の返済見通し（回答数５３３社・単一回答） 

   ※ （１）で「コロナ後に過剰となった」又は「コロナ前から過剰感があった」と回答

した５４３社のうち５３３社の回答割合 

 

   ○ （１）で「コロナ後に過剰となった」又は「コロナ前から過剰感があった」と回答し

た企業に、今後の返済見通しについて聞いたところ、全体では「条件通り、返済できる

（している）」（５８．５％）が最も多く、次いで「借換えや追加融資を検討している」    

（２３．８％）、「返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい」 

    （１６．１％）の順となった。 

 

  ○ 業種別では、「条件通り、返済できる（している）」の回答割合が、製造業（５９．５％）

において非製造業（５７．８％）よりも１．７ポイント高かったが、「返済額の減額・

猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい」の回答割合については、非製造業 

   （１８．２％）において製造業（１３．５％）よりも４．７ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債務の過剰感/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

今後の返済見通し/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

15.7%

26.5%

30.2%

25.5%

16.7%

24.1%

32.3%

25.8%

16.3%

25.2%

31.2%

25.6%

9.8%

5.9%

12.1%

13.1%

13.3%

17.2%

16.1%

13.5%

12.1%

11.9%

14.0%

13.2%

3.9%

8.8%

4.7%

2.6%

4.4%

5.2%

2.1%

3.2%

4.3%

6.9%

3.4%

2.8%

62.7%

47.1%

38.6%

33.9%

52.2%

43.1%

29.2%

34.8%

56.0%

45.0%

34.2%

34.1%

7.8%

11.8%

14.4%

24.9%

13.3%

10.3%

20.3%

22.6%

11.3%

11.0%

17.2%

24.3%

非製造業

（n=749）

製造業

（n=553）

全体

（n=1,302）

コロナ後に過剰となった コロナ前から過剰感があった 過剰感はあったが、既に解消 コロナ前も後も過剰感はない 分からない

１～５人（n=155）

６～２０人（n=192）

２１～５０人（n=116）

５１人以上（n=90）

１～５人（n=381）

６～２０人（n=215）

２１～５０人（n=102）

５１人以上（n=51）

１～５人（n=536）

６～２０人（n=407）

２１～５０人（n=218）

５１人以上（n=141）

58.5%

59.5%

57.8%

23.8%

25.7%

22.3%

16.1%

13.5%

18.2%

1.5%

1.3%

1.7%

全 体

(n=533)

製造業

(n=237)

非製造業

(n=296)

条件通り、返済できる（している） 借換えや追加融資を検討している

返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい その他



- 51 - 埼玉県四半期経営動向調査 

（令和４年４～６月期） 

   ○ 今後の返済見通しについて「条件通り返済できる（している）」と回答した企業の業種

をみると、製造業では「金属製品」（８０．０％）、「プラスチック製品」（７７．３％）、

「鉄鋼業・非鉄金属」（７１．４％）の回答割合が高く、非製造業では「不動産業」    

（８３．３％）、「建設業」（６０．３％）、「卸売・小売業」（５６．７％）の回答割合が

高かった。 

 

  ○ 今後の返済見通しについて「返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難

しい」と回答した企業を業種別にみると、製造業では「繊維工業」（３５．０％）、「家

具・装備品」（２８．６％）、「化学工業」（２５．０％）の回答割合が高く、非製造業で

は「運輸業」（２１．７％）の回答割合が高かった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 今後の返済見通しについて「返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難

しい」と回答した企業を規模別にみると、製造業、非製造業ともに、「１～５人」規模で

最も回答割合が高くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58.3%

62.5%

58.9%

53.1%

70.4%

62.2%

67.0%

40.0%

66.7%

62.3%

63.0%

49.3%

33.3%

15.6%

30.0%

18.6%

25.9%

26.7%

25.3%

26.7%

28.2%

22.1%

27.6%

21.0%

8.3%

18.8%

10.0%

26.2%

3.7%

8.9%

7.7%

30.0%

5.1%

13.0%

8.8%

27.3%

0.0%

3.1%

1.1%

2.1%

0.0%

2.2%

0.0%

3.3%

0.0%

2.6%

0.6%

2.4%

非製造業

（n=279）

製造業

（n=223）

全体

（n=502）

条件通り、返済できる（している） 借換えや追加融資を検討している 返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい その他

１～５人（n=60）

６～２０人（n=91）

２１～５０人（n=45）

５１人以上（n=27）

１～５人（n=145）

６～２０人（n=90）

２１～５０人（n=32）

５１人以上（n=12）

１～５人（n=205）

６～２０人（n=181）

２１～５０人（n=77）

５１人以上（n=39）

63.2%

45.0%

50.0%

45.5%

42.9%

50.0%

77.3%

71.4%

80.0%

50.0%

69.6%

52.0%

60.3%

56.7%

53.8%

53.3%

56.5%

83.3%

55.2%

31.6%

20.0%

21.4%

36.4%

35.7%

25.0%

22.7%

14.3%

16.0%

35.0%

17.4%

36.0%

19.0%

22.1%

26.9%

33.3%

21.7%

8.3%

24.1%

5.3%

35.0%

28.6%

18.2%

21.4%

25.0%

0.0%

9.5%

4.0%

15.0%

8.7%

8.0%

17.2%

19.2%

19.2%

13.3%

21.7%

8.3%

19.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.8%

0.0%

0.0%

4.3%

4.0%

3.4%

1.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.7%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

条件通り、返済できる（している） 借換えや追加融資を検討している 返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい その他

今後の返済見通し/業種詳細（単一回答） 

【
非
製
造
業
】 

【
製
造
業
】 

今後の返済見通し/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 
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  （３）必要とする支援（回答数１，３０９社・複数回答） 

   ○ 必要とする支援について聞いたところ、全体では「融資（借換え）等の資金繰り支援」

（３８．３％）が最も多く、次いで「相談機能の充実」（１０．０％）、「事業（返済）計

画の策定支援」（６．９％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （４）支援を依頼したい支援機関（回答数７２３社・複数回答） 

 ※（３）で「その他」又は「特になし」以外を選んだ８６９社のうち７２３社の回答割合 
 
   ○ （３）で「その他」又は「特になし」以外を選んだ企業に、支援を依頼したい支援機

関について聞いたところ、全体では「金融機関」（４９．７％）が最も多く、次いで「商

工会議所・商工会」（３６．７％）、「公的支援機関（商工会議所・商工会、中小企業活性

化協議会を除く）」（３２．０％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.3%

10.0%

6.9%

6.7%

4.5%

1.5%

46.7%

41.2%

10.8%

6.5%

6.7%

4.7%

1.3%

42.3%

36.1%

9.4%

7.1%

6.7%

4.4%

1.7%

49.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

融資（借換え）等の資金

繰り支援

相談機能の充実

事業（返済）計画の

策定支援

Ｍ&Ａ（譲渡・売却・

統合）や廃業に向けた

支援

専門家派遣等による

経営改善

その他

特になし

全体

製造業

非製造業

必要とする支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

今後の返済見通し/業種詳細（単一回答） 

必要とする支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

今後の返済見通し/業種詳細（単一回答） 
49.7%

36.7%

32.0%

19.8%

11.6%

9.3%

7.9%

2.2%

51.1%

33.4%

31.0%

18.3%

11.1%

9.6%

7.7%

2.2%

48.5%

39.3%

32.8%

21.0%

12.0%

9.0%

8.0%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

金融機関

商工会議所・商工会

公的支援機関（商工会

議所・商工会、中小企

業活性化協議会を除く）

税理士・公認会計士

信用保証協会

中小企業活性化

協議会

中小企業診断士・

コンサルタント

その他

全体

製造業

非製造業
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 ５ DX*（デジタルトランスフォーメーション）への取組状況について 

  ＊ データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、 

   ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・  

   風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 

 

  （１）DX への取組状況（回答数１，３５３社・単一回答） 

   ○ DX への取組状況について聞いたところ、全体では「取り組んでいる」は１９．１％、   

「関心はあるが取組に至っていない」は３１．８％、「関心がない」は２０．０％、「分か

らない」は２９．１％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
    

  ○ DX への取組状況について、前回調査（令和３年４～６月期）と比較したところ、「取

り組んでいる」は６．７ポイント、「関心はあるが取組に至っていない」は２．３ポイン

トの増加がみられた。一方、「関心がない」は５．１ポイント減少した。 

 
   
  

DX への取組状況/全体（単一回答） 

DX への取組状況/全体（単一回答） 

取り組んでいる, 

19.1%

関心はあるが

取組に至ってい

ない, 31.8%関心がない, 

20.0%

分からない, 

29.1%

19.1%

12.4%

11.3%

31.8%

29.5%

32.9%

20.0%

25.1%

22.5%

29.1%

33.0%

33.3%

R4.6月調査

R3.6月調査

R3.3月調査

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 関心がない 分からない
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 ○ 業種別にみると、「取り組んでいる」と回答した割合は、製造業では１８.１％、非製

造業では１９．９％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ DX への取組状況について、「取り組んでいる」と回答した企業の業種をみると、   

製造業では「化学工業」（３２．５％）、「一般機械器具」（２６．７％）、「プラスチッ

ク製品」（２１．３％）で回答割合が高く、非製造業では「情報サービス業」 

   （４５．５％）、「飲食店」（２７．７％）、「サービス業」（２３．８％）で回答割合が高

かった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

DX への取組状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

DX への取組状況/業種詳細（単一回答） 

 
【
製
造
業
】 

 

【
非
製
造
業
】 

20.4%

9.1%

17.9%

7.4%

7.1%

32.5%

21.3%

16.0%

19.0%

18.2%

18.4%

26.7%

13.0%

18.1%

27.7%

45.5%

14.8%

4.8%

23.8%

42.9%

33.3%

28.6%

42.6%

40.5%

35.0%

31.9%

36.0%

23.8%

43.6%

53.1%

23.3%

27.9%

27.0%

25.5%

25.5%

40.7%

26.2%

30.2%

14.3%

30.3%

25.0%

25.9%

28.6%

15.0%

19.1%

28.0%

23.8%

16.4%

8.2%

20.0%

26.0%

21.6%

19.1%

10.9%

14.8%

21.4%

13.4%

22.4%

27.3%

28.6%

24.1%

23.8%

17.5%

27.7%

20.0%

33.3%

21.8%

20.4%

30.0%

33.1%

33.2%

27.7%

18.2%

29.6%

47.6%

32.6%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 関心がない 分からない

19.1%

18.1%

19.9%

31.8%

36.1%

28.6%

20.0%

20.9%

19.3%

29.1%

24.9%

32.2%

全 体

製造業

非製造業

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 関心がない 分からない

【
非
製
造
業
】 

【
製
造
業
】 
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（令和４年４～６月期） 

 

   ○ DX への取組状況について、企業の規模別でみると、製造業、非製造業ともに規模 

   が大きくなるほど、「取り組んでいる」の回答割合が高かった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX への取組状況/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

32.0%

32.0%

21.4%

13.8%

32.2%

21.7%

17.3%

9.3%

32.1%

26.6%

19.5%

12.5%

40.0%

30.1%

30.0%

26.3%

45.6%

42.6%

36.1%

24.5%

43.6%

36.7%

32.9%

25.8%

8.0%

20.4%

17.6%

21.9%

6.7%

20.0%

17.8%

33.8%

7.1%

20.2%

17.7%

25.2%

20.0%

17.5%

31.0%

38.0%

15.6%

15.7%

28.8%

32.5%

17.1%

16.5%

29.9%

36.4%

非製造業

（n=747）

製造業

（n=547）

全体

（n=1,294）

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 関心がない 分からない

１～５人（n=151）

６～２０人（n=191）

２１～５０人（n=115）

５１人以上（n=90）

１～５人（n=384）

６～２０人（n=210）

２１～５０人（n=103）

５１人以上（n=50）

１～５人（n=535）

６～２０人（n=401）

２１～５０人（n=218）

５１人以上（n=140）
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（２）DX（デジタル化を含む）に取り組んでいる項目と成果について（回答数：２５７社・複数回答） 

 ※ （１）で「取り組んでいる」回答した２５９社のうち２５７社の回答割合 

 

  ○ 全体では「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」（７４.３％）が最も多く、次いで

「ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーション

の効率化」（６８．９％）、「テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化」 

   （５６.４％）の順となった。 

 

  ○ 業種別に見ると、非製造業は「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」や「テレワー

ク、クラウドサービスなど業務効率化」、「キャッシュレス決済による支払サービス向

上」などの項目で製造業の回答割合を上回った。 

 

   ○ 製造業は「ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニ

ケーションの効率化」や「ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上」で非製造業の回答

割合を上回った。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

DX に取り組んでいる項目 /全体・製造業・非製造業(複数回答) 

 

74.3%

68.9%

56.4%

47.9%

33.9%

31.1%

29.6%

29.2%

14.0%

71.8%

74.8%

52.4%

43.7%

41.7%

28.2%

26.2%

29.1%

16.5%

76.0%

64.9%

59.1%

50.6%

28.6%

33.1%

31.8%

29.2%

12.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ホームページ・ＳＮＳなど情報発信

ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による

情報共有・コミュニケーションの効率化

テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化

キャッシュレス決済による支払サービス向上

ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上

マーケティングによる新規製品・サービスの創出

予約システムによる利便性向上

ｅコマース・オンライン商談など販路拡大

その他

全体

製造業

非製造業
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 【参考】成果の有無   

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

ホームページ・ＳＮＳなど 
情報発信 

ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）

の活用による情報共有・コミュニケー

ションの効率化 

キャッシュレスによる支払 
サービス向上 

ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど 
生産性向上 
など販路拡大 

ｅコマース・オンライン 
商談など販路拡大 
 

テレワーク、クラウドサービス
など業務効率化など販路拡大 

成果

あり, 
71.9%

成果

なし, 
28.1%

成果

あり, 
56.3%

成果

なし, 
43.8% 成果

あり, 
33.3%

成果

なし, 
66.7%

成果

あり, 
34.2%

成果

なし, 
65.8%

予約システムによる利便性
の向上 

成果

あり, 
30.0%

成果

なし, 
70.0%

成果

あり, 
23.6%

成果

なし, 
76.4%

成果

あり, 
71.9%

成果

なし, 
28.1%

マーケティングによる 
新規製品・サービスの創出な
ど販路拡大 

成果

あり, 
84.2%

成果

なし, 
15.8%
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（３）DX により期待する効果（回答数：６１３社・複数回答） 

 ※ （１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した 

  ６８９社のうち６１３社の回答割合 

 

   ○ 全体では「業務の効率化による生産性向上」（７１.１％）が最も多く、次いで「現

在のビジネスモデルの根本的な変革」（２１.０％）、「既存製品・サービスの高付加価

値化」（２０.９％）の順となった。 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX により期待する効果/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

71.1%

21.0%

20.9%

16.0%

13.2%

2.8%

74.2%

17.2%

20.8%

15.1%

10.8%

1.1%

68.6%

24.3%

21.0%

16.8%

15.3%

4.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

既存製品・サービスの

高付加価値化

新規製品・サービスの

創出

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

全体

製造業

非製造業
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【参考】規模別 

 

 

 

 

 

 

 

DX により期待する効果 

57.1%

26.0%

22.6%

19.8%

13.0%

4.5%

51.1%

22.2%

22.2%

24.4%

8.9%

2.2%

59.1%

27.3%

22.7%

18.2%

14.4%

5.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による生

産性向上

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

既存製品・サービスの高

付加価値化

新規製品・サービスの創

出

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

１～５人(n=177)

全体 製造業 非製造業

71.7%

21.7%

24.5%

15.8%

10.3%

0.5%

71.9%

15.7%

25.8%

15.7%

5.6%

0.0%

71.6%

27.4%

23.2%

15.8%

14.7%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による生

産性向上

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

既存製品・サービスの

高付加価値化

新規製品・サービスの創

出

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

６～２０人(n=184)

全体 製造業 非製造業

76.2%

15.9%

17.5%

14.3%

19.8%

4.8%

76.5%

10.3%

17.6%

8.8%

16.2%

1.5%

75.9%

22.4%

17.2%

20.7%

24.1%

8.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による生

産性向上

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

既存製品・サービスの

高付加価値化

新規製品・サービスの創

出

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

２１～５０人(n=126)

全体 製造業 非製造業

86.7%

17.3%

13.3%

12.2%

12.2%

1.0%

89.2%

21.5%

15.4%

10.8%

13.8%

1.5%

81.8%

9.1%

9.1%

15.2%

9.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

既存製品・サービスの

高付加価値化

新規製品・サービスの

創出

企業文化や組織マイ

ンドの根本的な変革

その他

５１人以上(n=98)

全体 製造業 非製造業
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（４）DX（デジタル化を含む）に取り組む上での課題（回答数：１，２５５社・複数回答） 

  ○ DX に取り組む上での課題について聞いたところ、全体では「何をどう進めていい

か分からない」（３５．１％）が最も多く、次いで「DX を担う人材がいない」 

   （３４.３％）、「資金の余裕がない」（２９．０％）の順となった。 

 

  ○ 製造業では「DX を担う人材がいない」（３９.１％）が最も多かった。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX に取り組む上での課題/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

 

35.1%

34.3%

29.0%

13.1%

8.1%

7.1%

1.3%

25.4%

33.7%

39.1%

29.3%

13.7%

7.5%

8.5%

1.2%

22.2%

36.1%

31.0%

28.8%

12.6%

8.6%

6.1%

1.4%

27.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

何をどう進めていいか分からない

ＤＸを担う人材がいない

資金の余裕がない

なかなか成果・収益が上がらない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など

適切な連携先が見つからない

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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【規模別】 

 

 

 

DX に取り組む上での課題 

37.9%

25.5%

31.7%

11.0%

6.8%

5.2%

2.0%

31.1%

37.0%

25.4%

32.6%

11.6%

6.5%

10.1%

2.2%

29.0%

38.3%

25.6%

31.4%

10.7%

6.9%

3.3%

1.9%

32.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

何をどう進めていいか分からない

ＤＸを担う人材がいない

資金の余裕がない

なかなか成果・収益が上がらない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など

適切な連携先が見つからない

その他

特になし

１～５人(n=501 )

全体 製造業 非製造業

36.8%

37.6%

27.7%

11.3%

10.2%

7.8%

0.3%

23.9%

36.4%

42.2%

31.2%

11.6%

9.2%

7.5%

0.6%

20.8%

37.2%

33.7%

24.6%

11.1%

11.1%

8.0%

0.0%

26.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

何をどう進めていいか分からない

ＤＸを担う人材がいない

資金の余裕がない

なかなか成果・収益が上がらない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など

適切な連携先が見つからない

その他

特になし

６～２０人(n=372)

全体 製造業 非製造業

31.9%

40.7%

28.9%

14.7%

9.3%

7.8%

1.5%

20.6%

34.0%

45.3%

30.2%

12.3%

7.5%

4.7%

0.9%

18.9%

29.6%

35.7%

27.6%

17.3%

11.2%

11.2%

2.0%

22.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

何をどう進めていいか分からない

ＤＸを担う人材がいない

資金の余裕がない

なかなか成果・収益が上がらない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など

適切な連携先が見つからない

その他

特になし

２１～５０人(n=204)

全体 製造業 非製造業

25.8%

46.2%

21.2%

22.0%

3.8%

9.8%

1.5%

18.9%

20.2%

48.8%

19.0%

23.8%

3.6%

10.7%

1.2%

20.2%

35.4%

41.7%

25.0%

18.8%

4.2%

8.3%

2.1%

16.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

何をどう進めていいか分からない

ＤＸを担う人材がいない

資金の余裕がない

なかなか成果・収益が上がらない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など

適切な連携先が見つからない

その他

特になし

５１人以上(n=132)

全体 製造業 非製造業
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（５）DX（デジタル化を含む）に取り組む上で期待する支援（回答数：１，２２１社・複数回答） 

 

  ○ DX（デジタル化含む）に取り組む上で期待する支援について聞いたところ、全体で

は「資金繰り・助成」（２５．７％）が最も多く、次いで「先進事例の紹介」  

   （２１．０％）、「相談窓口の充実」（１９．３％）の順となった。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX に取り組む上で期待する支援/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

 

25.7%

21.0%

19.3%

19.2%

8.2%

7.6%

7.6%

1.1%

36.1%

28.7%

22.1%

20.4%

20.9%

9.5%

6.1%

6.1%

1.0%

33.8%

23.6%

20.1%

18.6%

18.0%

7.3%

8.7%

8.7%

1.1%

37.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

資金繰り・助成

先進事例の紹介

相談窓口の充実

人材の育成・供給

専門家派遣

セミナーの開催

関心のある企業や支援機関

との連携の場の提供

その他

特になし

全体

製造業

非製造業



- 63 - 埼玉県四半期経営動向調査 

（令和４年４～６月期） 

【特別調査 結果一覧】 

１. 新型コロナウイルス感染症の影響について   

（１）新型コロナウイルス感染症の経営への影響  

1 マイナスの影響が続いている 53.8％         

3 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 11.6%  

5 分からない 10.8%               

（２）影響の内容(複数回答) 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 受注・売上げの減少 83.8%           

３ イベント、商談会の中止・延期 18.5% 

５ 日本人客の減少 5.1%           

７ 外国人客の減少 4.2%       

９ その他 4.2% 

（３）今期(４～６月期)売上げの減少見込み（前年同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 1.3%                  

３ ７０～７９％減 4.6 %               

５ ５０～５９％減  6.5%              

７ ３０～３９％減  7.8%              

９ １０～１９％減 16.9 %             

11 変わらない（前年同期と同じ） 1７.1%  

 

          

（４）今期(４～６月期)売上げの減少見込み（３年前同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 2.7%                  

３ ７０～７９％減 6.5 %               

５ ５０～５９％減  9.8%              

７ ３０～３９％減  11.7%              

９ １０～１９％減 13.5 %             

11 変わらない（3 年前同期と同じ）8.1%             

 

 

（５）来期（７～９月期）資金繰りへの影響 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 影響がある 51.9％ ２ 影響はない 23.4％ ３ 分からない 24.7% 

 

 ２ ８０～８９％減 5.5 % 

 ４ ６０～６９％減 3.9 % 

 ６ ４０～４９％減  2.5% 

 ８ ２０～２９％減 11.5 % 

10 １０％未満減 13.1 % 

12 増加する見込み 9.4% 

２ 営業自粛（時間短縮含む） 17.4% 

４ 商品、部品等の仕入れ困難 34.8%  

６ 入金等の遅延 2.6% 

８ 海外拠点等の停止・縮小 1.9% 

２ 今後マイナスの影響が出る見込み 9.6% 

４ マイナスの影響は出ていない 14.3%  

 

 ２ ８０～８９％減 6.0% 

 ４ ６０～６９％減 5.4 % 

 ６ ４０～４９％減  6.5% 

 ８ ２０～２９％減 16.3 % 

10 １０％未満減 9.0 % 

12 増加する見込み 4.5% 
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（６）影響への対応（実施又は実施予定）(複数回答) 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」、「今後マイナスの影響が出る見込み」又は「影響はあっ 

  たが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した企業 

１ 運転資金などの借入れ 39.8% 

２ 事業復活支援金の活用【国】 32.2% 

３ 一時支援金・月次支援金の活用【国】 14.7%  

４ 雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金の活用【国】 19.9% 

5 ものづくり補助金・持続化補助金・IT 導入補助金・「事業承継・引継ぎ補助金」の活用【国】 10.3％ 

6 事業再構築補助金の活用【国】 7.8%  

７ 埼玉県感染防止対策協力金の活用 3.9% 

８ 埼玉県外出自粛等関連事業者協力支援金・埼玉県酒類販売事業者等協力支援金の活用 3.0％ 

９ 市町村が実施している事業者向け支援制度の活用 8.6% 

10 営業（稼働）日数の削減 8.5%  

11 雇用調整（シフト削減など） 12.1% 

12 感染防止対策への投資 5.2% 

13 販売価格などの引下げ 3.1% 

14 取引先などの変更 5.0% 

15 その他 4.5%  

16 特になし  18.3% 

（７）県に期待する支援(複数回答) 

１ 制度融資の拡充・借換支援 42.0 %       

３ 雇用調整に関する支援 20.5%         

５ テレワーク・在宅勤務への支援 4.3%         

７ AI・IoT・RPA の導入支援 4.4%         

９ 事業承継に関する支援 12.0%       

11 その他 2.8% 

  

２.  雇用者数の過不足感について                     

（１）現在の雇用者数の過不足感 

1 過剰 5.8% ２ 適正 61.2% ３ 不足 33.0% 

（２）正規社員・非正規社員の過不足感 

（ア）正規社員 1 過剰 5.8% 2 適正 65.8% 3 不足 28.4% 

（イ）非正規社員 1 過剰 3.9% 2 適正 71.6% 3 不足 24.5% 

（3）今後の雇用者数の見込み 

1 増加見込み 17.8% 2 ほぼ増減なし 72.0% 3 減少見込み 10.2% 

（４）今後の従業員給与の見込み 

1 増加見込み 25.6% 2 ほぼ増減なし 67.1% 3 減少見込み 7.3% 

 
 

 

 

 ２ 感染予防対策への支援  16.8%      

 ４ 販路拡大、新商品開発支援 14.4%         

 ６ 業態転換、新事業立上げへの支援  6.4%       

 ８ キャッシュレス決済の導入支援 3.6% 

10 Go To 関連事業の上乗せ支援 3.9%         

12 特になし 24.5% 
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３.  原油・原材料価格高騰の影響について                     

（１）コロナ前と比べたエネルギーコスト 

１ ＋５％未満 8.4％ ２ ＋５％～＋１０％未満 33.8% 

３ ＋１０％～＋２０％未満 32.1% ４ ＋２０％～＋５０％未満 12.6% 

５ ＋５０％以上 1.8% ６ 変化なし 9.2% 

７ 減少している 2.1% 

 

（２）コロナ前と比べた原材料の仕入れ価格 

１ ＋５％未満 6.9% ２ ＋５％～＋１０％未満 25.1% 

３ ＋１０％～＋２０％未満 34.0% ４ ＋２０％～＋５０％未満 16.6% 

５ ＋５０％以上 3.8％ ６ 変化なし 11.8% 

７ 減少している 1.8% 

 

（３）原油・原材料価格高騰の業績への影響 

１ 大きなマイナスの影響がでている 23.6% ２ ある程度マイナスの影響がでている 46.4% 

３ 今後マイナスの影響がでる 18.8% ４ 影響はない 11.０% 

５ プラスの影響がでている（今後でる） 0.2%   

 

（４）原油・原材料価格高騰への対応（実施又は実施予定）(複数回答) 

１ 販売価格への転嫁 54.1% ２ 使用原材料を見直し 15.8% 

３ 人員を削減 3.1% ４ 賃金を引き下げ 3.0% 

５ 投入する原材料等を削減 5.2% ６ 省エネ設備を導入 4.8% 

７ 仕入先を見直し 14.7% ８ 生産工程を見直し 8.0% 

９ 物流を見直し 7.2% 10 製品・サービスの構成を見直し 6.1% 

11 特になし 27.1% 12 その他 1.5% 

 

（５）販売価格への転嫁 

 ※（４）で「販売価格への転嫁」と回答した企業 

１ ほぼすべて転嫁できている 16.2% ２ 一部転嫁できている 68.6% 

３ 全く転嫁できない 13.9% ４ その他 1.3% 

 

（６）価格に転嫁できない理由 

 ※（５）で「一部転嫁できている」、「全く転嫁できない」又は「その他」と回答した企業 

１ 販売先との力関係 41.3% ２ 同業他社が引き上げていない 19.8% 

３ 販売先の業績悪化 6.0% ４ 消費者の引き上げに対する抵抗感 19.6% 

５ 長期契約のため価格変更が困難 6.0% ６ その他 7.4% 

 

（７）必要とする支援(複数回答) 

１ 相談窓口の設置 4.1% ２ 融資等の資金繰り支援 28.4% 

３ 行政から産業界への適正な価格転嫁の要請 25.1% ４ 適正な下請取引事例等の情報提供 9.0% 

５ 取引先確保のための販路開拓支援 8.4% ６ 設備導入補助や専門家派遣等の省エネ支援の強化 5.8% 

７ 減税措置 45.5%  ８ その他 1.9% 

９ 特になし 19.9% 
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４.  債務（借入金）の過剰感について                     

（１）債務の過剰感 

１ コロナ後に過剰となった 26.8% ２ コロナ前から過剰感があった 13.0%  

３ 過剰感はあったが、既に解消 4.0% ４ コロナ前も後も過剰感はない 37.9% 

５ 分からない 18.3% 

                 

（２）今後の返済見通し 

  ※（１）で「コロナ後に過剰となった」、「コロナ前から過剰感があった」と回答した企業 

１ 条件通り、返済できる（している） 58.5% 

２ 借換えや追加融資を検討している 23.8%         

３ 返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい 16.1%                  

４ その他 1.5% 

 

（3）必要とする支援（複数回答） 

１ 相談機能の充実 10.0% ２ 融資（借換え）等の資金繰り支援 38.3%          

３ 事業（返済）計画の策定支援 6.9% ４  Ｍ&Ａ（譲渡・売却・統合）や廃業に向けた支援 6.7% 

５ 専門家派遣等による経営改善 4.5% ６ その他 1.5% 

７ 特になし 46.7% 

                  

（４）支援を依頼したい支援機関(複数回答) 

  ※（３）で「相談機能の充実」、「融資（借換え）等の資金繰り支援」、「事業（返済）計画の策定支援」、 

  「Ｍ&Ａ（譲渡・売却・統合）や廃業に向けた支援」、「専門家派遣等による経営改善」と回答した企業 

１ 商工会議所・商工会 36.7% ２ 中小企業活性化協議会  9.3%        

３ 公的支援機関（１、２を除く） 32.0% ４ 税理士・公認会計士 19.8%         

５ 金融機関 49.7% ６ 信用保証協会  11.6%        

７ 中小企業診断士・コンサルタント 7.9%  ８ その他 2.2% 

 

 

５.  DX への取組状況について                     

（１）DX への取組状況 

1 取り組んでいる 19.1%               

３ 関心がない 20.0%                 

（２）DX（デジタル化を含む）に取り組んでいる項目(複数回答)と成果の有無 

 ※（１）で「取り組んでいる」と回答した企業 

               【 取り組んでいる項目】               

１ ＨＰ・ＳＮＳなど情報発信 74.3%                   

２ テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化 56.4％ 

３ ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・ 

  コミュニケーションの効率化 68.9% 

4 キャッシュレス決済による支払サービス向上 47.9% 

5 予約システムによる利便性向上 29.6% 

6 ｅコマース・オンライン商談など販路拡大 29.2%            

7 ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上 33.9％              

8 マーケティングによる新規製品・サービスの創出 31.1%         

9 その他 14.0% 

 

 

２ 関心はあるが取組に至っていない 31.8% 

４ 分からない 29.1% 

    【成 果】 

有（84.2％）/ 無（15.8％） 

有（71.9％）/ 無（28.1％） 

有（71.9％）/ 無（28.1％） 

 

有（56.3％）/ 無（43.8％） 

有（30.0％）/ 無（70.0％） 

有（23.6％）/ 無（76.4％） 

有（33.3％）/ 無（66.7％） 

有（34.2％）/ 無（65.8％） 

有（13.5％）/ 無（86.5％） 
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（３）DX により期待する効果(複数回答) 

 ※（１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した企業 

１ 業務の効率化による生産性向上 71.1%      

３ 新規製品・サービスの創出 16.0%        

５ 企業文化や組織マインドの根本的な変革 13.2％  

    

（４）DX（デジタル化を含む）に取り組む上での課題(複数回答) 

１ 何をどう進めていいか分からない 35.1%         

３ ＤＸを担う人材がいない 34.3%               

５ 資金の余裕がない 29.0% 

７ その他 1.3% 

（５）DX（デジタル化を含む）に取り組む上で期待する支援(複数回答) 

１ 相談窓口の充実 19.3% 

３ 先進事例の紹介 21.0% 

５ 人材の育成・供給 19.2% 

７ 資金繰り・助成 25.7% 

９ 特になし 36.1% 

 

２ 相談できる窓口がない 8.1% 

４ 他社や研究機関など適切な連携先が見つからない 7.1% 

６ なかなか成果・収益が上がらない 13.1% 

８ 特になし 25.4% 

 

２ セミナーの開催 7.6% 

４ 専門家派遣 8.2% 

６ 関心のある企業や支援機関との連携の場の提供 7.6% 

８ その他 1.1% 

２ 既存製品・サービスの高付加価値化 20.9％ 

４ 現在のビジネスモデルの根本的な変革 21.0% 

６ その他 2.8% 
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Ⅴ 付表 売上げＤＩ・資金繰りＤＩ・採算ＤＩ・設備投資実施率の推移 

R3. R3. R3. R4. R4. R4.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 31.6 ▲ 34.6 ▲ 12.9 ▲ 37.0 ▲ 20.3 16.7 11.3 ▲ 15.3

▲ 23.2 ▲ 27.6 ▲ 2.0 ▲ 33.3 ▲ 20.8 12.6 2.4 ▲ 15.4

▲ 18.0 ▲ 41.7 5.6 ▲ 51.8 ▲ 9.3 42.5 8.8 ▲ 18.5

▲ 46.3 ▲ 46.5 ▲ 5.3 ▲ 42.1 ▲ 13.5 28.6 32.8 ▲ 27.0

▲ 55.6 ▲ 30.6 23.1 ▲ 37.5 ▲ 44.8 ▲ 7.3 10.7 ▲ 34.5

▲ 17.9 ▲ 32.7 0.0 ▲ 59.2 ▲ 17.5 41.6 0.3 ▲ 17.9

▲ 44.9 ▲ 48.1 ▲ 9.5 ▲ 40.0 ▲ 48.8 ▲ 8.8 ▲ 3.9 ▲ 37.2

▲ 20.0 ▲ 32.1 ▲ 11.9 ▲ 24.4 ▲ 21.4 3.0 ▲ 1.4 ▲ 7.1

▲ 21.7 ▲ 37.7 3.8 ▲ 42.6 ▲ 14.3 28.3 7.4 2.1

19.7 10.3 8.7 ▲ 15.1 0.0 15.1 ▲ 19.7 ▲ 13.2

▲ 32.5 ▲ 31.0 ▲ 1.6 ▲ 32.9 ▲ 25.4 7.5 7.1 ▲ 11.9

▲ 17.9 ▲ 15.9 ▲ 3.4 ▲ 7.1 ▲ 27.1 ▲ 20.0 ▲ 9.2 ▲ 11.9

▲ 5.9 ▲ 15.4 ▲ 7.7 ▲ 26.5 ▲ 12.0 14.5 ▲ 6.1 ▲ 2.0

▲ 35.3 ▲ 21.1 ▲ 14.5 ▲ 27.9 ▲ 26.2 1.6 9.1 ▲ 18.0

   非  製  造  業 ▲ 38.0 ▲ 39.9 ▲ 21.2 ▲ 39.8 ▲ 19.9 19.9 18.1 ▲ 15.2

▲ 45.6 ▲ 37.6 ▲ 25.6 ▲ 27.0 ▲ 38.7 ▲ 11.8 6.8 ▲ 23.7

 総合工事業 ▲ 51.7 ▲ 40.0 ▲ 41.7 ▲ 36.4 ▲ 38.2 ▲ 1.8 13.5 ▲ 28.6

 職別工事業 ▲ 50.0 ▲ 47.4 ▲ 26.8 ▲ 39.1 ▲ 35.5 3.6 14.5 ▲ 15.0

 設備工事業 ▲ 35.5 ▲ 25.0 ▲ 9.6 ▲ 5.9 ▲ 42.9 ▲ 37.0 ▲ 7.4 ▲ 28.1

▲ 38.8 ▲ 42.9 ▲ 24.2 ▲ 41.9 ▲ 21.2 20.7 17.6 ▲ 21.3

（卸売業） ▲ 32.0 ▲ 29.7 ▲ 23.3 ▲ 36.3 ▲ 8.8 27.5 23.1 ▲ 14.0

 繊維・衣服等 ▲ 17.2 ▲ 33.3 ▲ 61.9 ▲ 47.4 9.1 56.5 26.3 ▲ 17.4

 飲食料品 ▲ 25.0 ▲ 50.0 9.5 ▲ 39.1 10.7 49.8 35.7 0.0

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 45.5 ▲ 33.3 ▲ 24.1 ▲ 27.6 ▲ 16.1 11.5 29.3 ▲ 22.6

 機械器具 ▲ 34.6 ▲ 20.0 ▲ 26.1 ▲ 19.2 ▲ 14.8 4.4 19.8 ▲ 14.8

その他 ▲ 35.5 ▲ 11.1 ▲ 15.4 ▲ 51.9 ▲ 28.6 23.3 6.9 ▲ 14.8

（小売業） ▲ 44.8 ▲ 53.9 ▲ 24.8 ▲ 46.4 ▲ 33.1 13.3 11.7 ▲ 28.4

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 32.4 ▲ 66.7 ▲ 16.2 ▲ 56.4 ▲ 39.4 17.0 ▲ 7.0 ▲ 37.5

 飲食料品 ▲ 47.8 ▲ 50.0 ▲ 22.2 ▲ 56.4 ▲ 16.2 40.2 31.6 ▲ 18.9

 機械器具 ▲ 43.6 ▲ 37.8 ▲ 35.7 ▲ 34.4 ▲ 48.6 ▲ 14.2 ▲ 5.0 ▲ 31.4

 その他 ▲ 52.2 ▲ 59.6 ▲ 27.9 ▲ 37.2 ▲ 29.7 7.5 22.4 ▲ 27.0

▲ 52.9 ▲ 62.0 ▲ 16.0 ▲ 80.6 2.0 82.5 54.9 ▲ 5.9

▲ 29.6 ▲ 34.5 ▲ 14.3 ▲ 9.8 ▲ 5.5 4.3 24.2 3.6

▲ 39.0 ▲ 24.6 ▲ 12.0 ▲ 43.3 ▲ 24.6 18.7 14.4 ▲ 8.5

▲ 30.9 ▲ 37.3 ▲ 18.8 ▲ 37.8 ▲ 27.7 10.1 3.2 ▲ 17.4

▲ 29.1 ▲ 38.4 ▲ 18.8 ▲ 47.8 ▲ 6.3 41.5 22.7 ▲ 7.6

 専門サービス業 ▲ 29.8 ▲ 18.9 ▲ 17.8 ▲ 26.5 ▲ 31.4 ▲ 4.8 ▲ 1.6 ▲ 13.7

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 46.2 ▲ 64.6 ▲ 36.1 ▲ 63.9 7.0 70.9 53.1 ▲ 23.8

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 24.4 ▲ 40.0 8.3 ▲ 65.8 12.5 78.3 36.9 0.0

 その他の事業サービス業 ▲ 18.8 ▲ 30.8 ▲ 29.7 ▲ 42.1 ▲ 7.5 34.6 11.3 10.0

 運輸業

 電気機械器具　

卸

売

 一般機械器具

 建　設　業

 サービス業

 卸売・小売業

 不動産業

 飲　食　店

 家具・装備品

 プラスチック製品

 輸送用機械器具

小

売

単位：ＤＩ

   製　　造　　業

 食料品製造

 繊維工業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 金属製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 情報サービス業

売上げＤＩの推移

前期比
業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

増　 減

前年
同期比
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R3. R3. R3. R4. R4. R4.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 25.8 ▲ 28.4 ▲ 18.4 ▲ 31.7 ▲ 21.5 10.2 4.3 ▲ 21.9

▲ 21.2 ▲ 23.3 ▲ 15.1 ▲ 29.7 ▲ 24.8 4.9 ▲ 3.6 ▲ 23.6

▲ 25.4 ▲ 30.9 ▲ 6.3 ▲ 32.7 ▲ 23.6 9.1 1.8 ▲ 23.6

▲ 26.3 ▲ 39.0 ▲ 24.3 ▲ 42.1 ▲ 22.9 19.2 3.5 ▲ 31.4

▲ 27.8 ▲ 35.3 0.0 ▲ 23.8 ▲ 29.6 ▲ 5.8 ▲ 1.9 ▲ 35.7

▲ 26.8 ▲ 31.5 ▲ 17.3 ▲ 51.0 ▲ 32.1 18.9 ▲ 5.4 ▲ 28.1

▲ 31.9 ▲ 31.4 ▲ 27.5 ▲ 39.5 ▲ 39.0 0.4 ▲ 7.1 ▲ 38.1

▲ 8.7 ▲ 15.7 ▲ 20.0 ▲ 10.5 ▲ 21.1 ▲ 10.5 ▲ 12.4 ▲ 10.3

▲ 19.3 ▲ 34.0 ▲ 4.3 ▲ 33.3 ▲ 19.6 13.8 ▲ 0.3 ▲ 15.2

▲ 5.2 3.6 ▲ 2.2 ▲ 22.0 ▲ 22.6 ▲ 0.6 ▲ 17.5 ▲ 26.4

▲ 31.5 ▲ 15.5 ▲ 23.0 ▲ 34.8 ▲ 23.8 11.0 7.7 ▲ 17.5

▲ 20.0 ▲ 19.7 ▲ 21.4 ▲ 21.8 ▲ 28.8 ▲ 7.0 ▲ 8.8 ▲ 20.3

▲ 13.7 ▲ 21.0 ▲ 15.7 ▲ 24.5 ▲ 22.0 2.5 ▲ 8.3 ▲ 22.0

▲ 18.2 ▲ 21.4 ▲ 13.6 ▲ 17.9 ▲ 16.1 1.7 2.1 ▲ 22.6

   非  製  造  業 ▲ 29.3 ▲ 32.3 ▲ 20.8 ▲ 33.2 ▲ 19.1 14.1 10.2 ▲ 20.6

▲ 30.4 ▲ 37.7 ▲ 25.7 ▲ 30.8 ▲ 27.9 2.9 2.5 ▲ 23.2

 総合工事業 ▲ 25.5 ▲ 32.2 ▲ 34.0 ▲ 26.4 ▲ 23.6 2.8 1.8 ▲ 21.8

 職別工事業 ▲ 52.8 ▲ 43.9 ▲ 27.8 ▲ 40.5 ▲ 39.7 0.8 13.2 ▲ 25.0

 設備工事業 ▲ 15.0 ▲ 37.3 ▲ 15.7 ▲ 27.1 ▲ 19.2 7.9 ▲ 4.2 ▲ 22.6

▲ 29.0 ▲ 28.9 ▲ 26.3 ▲ 35.7 ▲ 21.6 14.1 7.4 ▲ 23.5

（卸売業） ▲ 25.2 ▲ 22.8 ▲ 21.7 ▲ 28.6 ▲ 15.2 13.4 10.0 ▲ 18.0

 繊維・衣服等 ▲ 14.8 ▲ 22.2 ▲ 42.9 ▲ 46.7 ▲ 28.6 18.1 ▲ 13.8 ▲ 15.0

 飲食料品 ▲ 25.0 ▲ 24.0 14.3 ▲ 33.3 ▲ 11.1 22.2 13.9 ▲ 3.7

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 34.4 ▲ 36.4 ▲ 32.1 ▲ 31.0 ▲ 16.1 14.9 18.2 ▲ 26.7

 機械器具 ▲ 24.0 ▲ 8.0 ▲ 22.7 ▲ 17.4 ▲ 11.5 5.9 12.5 ▲ 16.0

 その他 ▲ 25.8 ▲ 19.2 ▲ 21.7 ▲ 20.8 ▲ 11.1 9.7 14.7 ▲ 26.9

（小売業） ▲ 32.5 ▲ 34.0 ▲ 29.9 ▲ 41.3 ▲ 28.0 13.2 4.5 ▲ 28.8

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 32.4 ▲ 48.7 ▲ 30.6 ▲ 48.6 ▲ 33.3 15.3 ▲ 1.0 ▲ 30.0

 飲食料品 ▲ 39.5 ▲ 36.6 ▲ 16.7 ▲ 39.4 ▲ 9.1 30.3 30.4 ▲ 24.2

 機械器具 ▲ 26.3 ▲ 22.2 ▲ 33.3 ▲ 33.3 ▲ 39.4 ▲ 6.1 ▲ 13.1 ▲ 24.2

 その他 ▲ 31.0 ▲ 28.3 ▲ 40.5 ▲ 41.9 ▲ 30.6 11.3 0.4 ▲ 36.1

▲ 50.0 ▲ 59.6 ▲ 12.5 ▲ 50.0 ▲ 18.0 32.0 32.0 ▲ 22.0

▲ 18.5 ▲ 18.5 ▲ 19.1 ▲ 9.6 3.7 13.3 22.2 ▲ 11.1

▲ 33.3 ▲ 25.5 ▲ 10.2 ▲ 37.5 ▲ 27.6 9.9 5.7 ▲ 21.1

▲ 16.7 ▲ 25.5 ▲ 6.7 ▲ 23.8 ▲ 11.6 12.2 5.0 ▲ 18.6

▲ 28.6 ▲ 33.7 ▲ 17.2 ▲ 36.8 ▲ 13.4 23.4 15.2 ▲ 16.5

 専門サービス業 ▲ 23.4 ▲ 10.0 ▲ 4.4 ▲ 15.2 ▲ 22.0 ▲ 6.8 1.4 ▲ 24.5

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 28.9 ▲ 59.6 ▲ 33.3 ▲ 65.7 ▲ 7.1 58.6 21.8 ▲ 26.2

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 38.6 ▲ 41.9 ▲ 5.9 ▲ 45.9 ▲ 4.9 41.1 33.8 ▲ 2.5

 その他の事業サービス業 ▲ 23.9 ▲ 23.7 ▲ 27.8 ▲ 27.0 ▲ 17.9 9.1 6.0 ▲ 10.3

 情報サービス業

 不動産業

   製　　造　　業

小

売

卸

売

 サービス業

 飲　食　店

 卸売・小売業

 鉄鋼業・非鉄金属

 パルプ・紙・紙加工品

 金属製品

 運輸業

 一般機械器具

 輸送用機械器具

 プラスチック製品

 建　設　業

 電気機械器具　

資金繰りＤＩの推移

 化学工業

 食料品製造

 繊維工業

増　 減

 家具・装備品

 全 　 　　　　体

単位：ＤＩ

 印刷業

前期比
前年

同期比

業　　　　　　　種
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R3. R3. R3. R4. R4. R4.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 36.1 ▲ 39.2 ▲ 25.7 ▲ 42.6 ▲ 35.7 6.9 0.5 ▲ 29.4

▲ 29.5 ▲ 33.8 ▲ 21.7 ▲ 39.2 ▲ 40.2 ▲ 1.0 ▲ 10.7 ▲ 31.6

▲ 37.3 ▲ 58.2 ▲ 14.9 ▲ 46.2 ▲ 36.4 9.8 0.9 ▲ 40.0

▲ 50.0 ▲ 51.2 ▲ 29.7 ▲ 47.4 ▲ 45.7 1.7 4.3 ▲ 51.4

▲ 44.4 ▲ 52.9 ▲ 12.0 ▲ 33.3 ▲ 48.1 ▲ 14.8 ▲ 3.7 ▲ 39.3

▲ 29.1 ▲ 48.1 ▲ 21.2 ▲ 61.2 ▲ 49.1 12.1 ▲ 20.0 ▲ 35.7

▲ 42.6 ▲ 43.1 ▲ 27.5 ▲ 42.1 ▲ 43.9 ▲ 1.8 ▲ 1.3 ▲ 40.5

▲ 30.4 ▲ 27.5 ▲ 20.0 ▲ 21.1 ▲ 34.2 ▲ 13.2 ▲ 3.8 ▲ 25.6

▲ 26.3 ▲ 42.3 ▲ 27.7 ▲ 45.1 ▲ 33.3 11.8 ▲ 7.0 ▲ 17.8

6.9 1.8 ▲ 19.6 ▲ 40.0 ▲ 41.5 ▲ 1.5 ▲ 48.4 ▲ 30.2

▲ 35.6 ▲ 21.4 ▲ 24.6 ▲ 48.5 ▲ 40.3 8.2 ▲ 4.7 ▲ 23.8

▲ 32.8 ▲ 28.3 ▲ 19.6 ▲ 21.4 ▲ 42.4 ▲ 20.9 ▲ 9.6 ▲ 30.5

▲ 11.8 ▲ 29.0 ▲ 19.6 ▲ 38.8 ▲ 34.7 4.1 ▲ 22.9 ▲ 22.4

▲ 31.8 ▲ 23.2 ▲ 22.0 ▲ 21.4 ▲ 36.1 ▲ 14.6 ▲ 4.2 ▲ 31.1

   非  製  造  業 ▲ 41.2 ▲ 43.3 ▲ 28.6 ▲ 45.2 ▲ 32.4 12.8 8.8 ▲ 27.7

▲ 45.8 ▲ 42.5 ▲ 33.3 ▲ 38.7 ▲ 45.5 ▲ 6.7 0.4 ▲ 32.9

 総合工事業 ▲ 49.1 ▲ 43.3 ▲ 41.7 ▲ 46.2 ▲ 45.5 0.7 3.6 ▲ 32.7

 職別工事業 ▲ 54.7 ▲ 45.6 ▲ 38.9 ▲ 45.2 ▲ 43.1 2.1 11.6 ▲ 25.4

 設備工事業 ▲ 35.0 ▲ 38.0 ▲ 19.6 ▲ 25.0 ▲ 48.1 ▲ 23.1 ▲ 13.1 ▲ 41.5

▲ 43.7 ▲ 47.3 ▲ 33.5 ▲ 48.4 ▲ 35.0 13.5 8.7 ▲ 29.7

（卸売業） ▲ 36.4 ▲ 46.0 ▲ 33.9 ▲ 44.6 ▲ 29.0 15.6 7.4 ▲ 24.0

 繊維・衣服等 ▲ 40.7 ▲ 60.7 ▲ 71.4 ▲ 80.0 ▲ 35.0 45.0 5.7 ▲ 40.0

 飲食料品 ▲ 46.4 ▲ 52.0 ▲ 4.8 ▲ 52.4 ▲ 14.8 37.6 31.6 ▲ 7.4

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 40.6 ▲ 57.6 ▲ 35.7 ▲ 31.0 ▲ 32.3 ▲ 1.2 8.4 ▲ 33.3

 機械器具 ▲ 28.0 ▲ 36.0 ▲ 36.4 ▲ 34.8 ▲ 23.1 11.7 4.9 ▲ 11.5

 その他 ▲ 25.8 ▲ 19.2 ▲ 21.7 ▲ 41.7 ▲ 40.7 0.9 ▲ 14.9 ▲ 30.8

（小売業） ▲ 50.3 ▲ 48.4 ▲ 33.1 ▲ 51.4 ▲ 40.9 10.5 9.4 ▲ 35.4

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 47.1 ▲ 59.0 ▲ 36.1 ▲ 70.3 ▲ 36.7 33.6 10.4 ▲ 34.5

 飲食料品 ▲ 55.8 ▲ 39.0 ▲ 17.1 ▲ 45.5 ▲ 18.2 27.3 37.6 ▲ 27.3

 機械器具 ▲ 47.4 ▲ 36.1 ▲ 40.7 ▲ 45.2 ▲ 54.5 ▲ 9.4 ▲ 7.2 ▲ 33.3

 その他 ▲ 50.0 ▲ 57.8 ▲ 41.5 ▲ 44.2 ▲ 52.8 ▲ 8.6 ▲ 2.8 ▲ 45.7

▲ 56.3 ▲ 65.2 ▲ 18.8 ▲ 64.7 ▲ 40.0 24.7 16.3 ▲ 34.0

▲ 35.2 ▲ 37.0 ▲ 29.8 ▲ 17.3 ▲ 7.4 9.9 27.8 ▲ 11.1

▲ 38.6 ▲ 34.5 ▲ 26.5 ▲ 58.5 ▲ 44.8 13.7 ▲ 6.2 ▲ 35.1

▲ 29.2 ▲ 37.0 ▲ 13.6 ▲ 41.5 ▲ 18.6 22.9 10.6 ▲ 23.3

▲ 34.3 ▲ 38.0 ▲ 23.3 ▲ 47.1 ▲ 20.4 26.7 13.9 ▲ 21.6

 専門サービス業 ▲ 20.8 ▲ 10.0 ▲ 6.7 ▲ 17.4 ▲ 32.0 ▲ 14.6 ▲ 11.2 ▲ 24.5

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 44.7 ▲ 62.5 ▲ 44.4 ▲ 74.3 ▲ 19.5 54.8 25.2 ▲ 34.1

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 40.9 ▲ 55.8 ▲ 15.2 ▲ 64.9 2.7 67.6 43.6 ▲ 10.5

 その他の事業サービス業 ▲ 33.3 ▲ 23.7 ▲ 30.6 ▲ 40.5 ▲ 28.2 12.3 5.1 ▲ 15.4

 電気機械器具　

 化学工業

 全 　 　　　　体

増　減

業　　　　　　　種

   製　　造　　業

 プラスチック製品

 金属製品

 家具・装備品

 鉄鋼業・非鉄金属

採算ＤＩの推移

前期比

単位：ＤＩ

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 食料品製造

 繊維工業

前年
同期比

 輸送用機械器具

 卸売・小売業

 飲　食　店

 サービス業

 一般機械器具

 建　設　業

卸

売

小

売

 情報サービス業

 不動産業

 運輸業
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   （令和４年４～６月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R3. R3. R3. R4. R4. R4.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

19.3 19.7 22.6 19.3 19.5 0.3 0.3 17.3

22.8 22.6 27.2 22.1 22.6 0.5 ▲ 0.3 22.5

40.3 32.2 43.4 40.0 29.1 ▲ 10.9 ▲ 11.2 29.6

10.0 9.3 15.8 10.8 21.6 10.8 11.6 11.4

8.3 11.1 23.1 12.5 6.9 ▲ 5.6 ▲ 1.4 10.7

10.5 18.2 17.0 16.3 12.7 ▲ 3.6 2.2 7.1

12.5 21.2 19.0 7.5 14.0 6.5 1.5 7.0

34.7 27.8 33.3 14.6 41.5 26.8 6.8 36.6

28.8 24.5 30.0 26.4 20.4 ▲ 6.0 ▲ 8.4 22.4

32.8 34.5 43.5 34.0 37.0 3.1 4.3 42.6

23.4 23.6 19.4 16.9 19.1 2.2 ▲ 4.3 20.9

14.9 12.9 27.6 23.2 16.9 ▲ 6.3 2.0 17.2

33.3 33.8 40.4 34.7 40.0 5.3 6.7 35.4

16.2 12.5 14.5 16.4 11.1 ▲ 5.3 ▲ 5.1 22.2

   非  製  造  業 16.6 17.5 19.2 17.2 17.4 0.2 0.8 13.7

11.1 12.9 16.7 9.7 11.6 1.9 0.4 8.7

 総合工事業 13.3 16.9 14.6 7.1 12.5 5.4 ▲ 0.8 11.1

 職別工事業 1.7 8.9 12.7 6.5 9.8 3.3 8.1 4.8

 設備工事業 18.0 12.5 22.6 15.1 12.5 ▲ 2.6 ▲ 5.5 10.5

15.7 15.5 16.5 15.2 14.9 ▲ 0.4 ▲ 0.8 12.6

（卸売業） 16.7 14.4 17.5 11.4 14.2 2.8 ▲ 2.5 12.5

 繊維・衣服等 25.0 14.3 10.0 10.5 4.5 ▲ 6.0 ▲ 20.5 4.3

 飲食料品 25.0 23.1 38.1 21.7 22.2 0.5 ▲ 2.8 21.4

 建築材料、鉱物・金属材料等 18.2 15.2 13.8 13.8 13.3 ▲ 0.5 ▲ 4.8 12.9

 機械器具 7.7 8.0 17.4 3.8 14.8 11.0 7.1 7.7

 その他 6.9 11.1 11.1 7.7 14.3 6.6 7.4 14.3

（小売業） 14.8 16.5 15.8 18.3 15.5 ▲ 2.8 0.7 12.7

 織物・衣服・身の回り品 3.0 12.8 11.1 13.2 3.0 ▲ 10.1 0.0 6.1

 飲食料品 13.0 14.3 11.1 10.3 13.5 3.3 0.5 8.1

 機械器具 17.9 15.8 17.9 33.3 20.6 ▲ 12.7 2.6 23.5

 その他 22.7 22.2 23.3 18.6 23.7 5.1 1.0 13.2

27.5 31.4 26.0 33.3 29.4 ▲ 3.9 2.0 20.0

14.8 18.2 18.4 17.3 10.9 ▲ 6.4 ▲ 3.9 18.2

32.2 38.6 27.1 28.3 39.3 11.0 7.1 28.8

5.6 12.0 20.8 19.1 8.5 ▲ 10.6 3.0 4.2

19.1 15.8 21.3 19.4 20.3 1.0 1.2 14.7

 専門サービス業 22.9 13.2 24.4 12.2 19.6 7.4 ▲ 3.3 13.7

 洗濯・理美容・浴場業 15.8 14.9 19.4 25.0 20.5 ▲ 4.5 4.7 6.8

 その他生活関連・娯楽業 17.8 20.0 27.8 15.8 23.3 7.5 5.5 27.9

 その他の事業サービス業 19.1 15.4 13.2 27.0 17.9 ▲ 9.1 ▲ 1.2 10.3

 サービス業

 建　設　業

 卸売・小売業

卸

売

小

売

 飲　食　店

 情報サービス業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 プラスチック製品

 運輸業

 不動産業

 鉄鋼業・非鉄金属

 化学工業

 金属製品

 電気機械器具　

 輸送用機械器具

 一般機械器具

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

 繊維工業

 家具・装備品

設備投資の実施率

　単位：％

業　　　　　　　種
増　減

 全 　 　　　　体

前年
同期比
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【売上げＤＩの推移(平成２２年１月～)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資金繰りＤＩの推移(平成２２年１月～)】 
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【採算ＤＩの推移(平成２２年１月～)】 
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問１

問２

問３

問４

問５

(2) 来７～９月期の景気見通しは…  １ 良い方向に向かう  ２ どちらともいえない  ３ 悪い方向に向かう

貴社の業界の「景気」について、経営者の方のご意見をお聞かせください。

(1) 今４～６月期の景気水準は…  １ 好況である  ２ 普通である  ３ 不況である

　　　　目的は…  ４ 研究・開発  ５ 環境保全対策  ６ 他社 （他店） との差別化

　【複数回答可】  ７ 多角化  ８ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　【複数回答可】  ５ 車輌・運搬具  ６ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(3) 投資する  １ 更新、維持・補修  ２ 生産・販売能力の拡大  ３ 合理化・省力化

【設備投資を 「１ 実施する」 と回答された方のみにお聞きします。】

(2) 投資する  １ 土地  ２ 建物 （工場・店舗等を含む）

　　　　内容は…  ３ 生産・販売設備 （建設機械を含む）  ４ 情報化機器

貴社の来７～９月期の設備投資計画についてお聞きします。 

(1) 設備投資を…  １ 実施する  ２ 実施しない

　　　　目的は…  ４ 研究・開発  ５ 環境保全対策  ６  他社 （他店） との差別化

　【複数回答可】  ７ 多角化  ８ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　【複数回答可】  ５ 車輌・運搬具  ６ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(3) 投資した  １ 更新、維持・補修  ２ 生産・販売能力の拡大  ３ 合理化・省力化

【設備投資を 「１ 実施した」 と回答された方のみにお聞きします。】

(2) 投資した  １ 土地  ２ 建物 （工場・店舗等を含む）

　　　　内容は…  ３ 生産・販売設備 （建設機械を含む）  ４ 情報化機器

貴社の今４～６月期の設備投資実績（見込み）についてお聞きします。 

(1) 設備投資を…  １ 実施した  ２ 実施しなかった

(2) 資金繰は…  １ 良くなる  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなる

(3) 採算は　…  １ 良くなる  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなる

貴社の来７～９月期の経営見通しは、今４～６月期と比較していかがですか。

(1) 売上高は…  １ 増える  ２ ほとんど変わらない  ３ 減る

 ３ 減った

(2) 資金繰は…  １ 良くなった  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなった

(3) 採算は　…  １ 良くなった  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなった

貴社の今４～６月期の経営実績（見込み）は、前１～３月期と比較していかがでしたか。

(1) 売上高は…  １ 増えた  ２ ほとんど変わらない

問６

 ４ マイナスの影響は出ていない→問６（７）へ

 ９ その他（　　　　　　　　　　　　　）

 １  ９０％以上減　  ３  ７０～７９％減　

 ７  ３０～３９％減

10  １０％未満減

 １  ９０％以上減　  ３  ７０～７９％減　

 ７  ３０～３９％減

10  １０％未満減

 ２ 事業復活支援金の活用【国】

 ４ 雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金の活用 【国】

 ５ ものづくり補助金・持続化補助金・IT導入補助金・「事業承継・引継ぎ補助金」の活用【国】

15 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 16 特になし

 ２ 感染予防対策への支援

 ４ 販路拡大、新商品開発支援

 ６ 業態転換、新事業立上げへの支援

 ７ AI・IoT・RPAの導入支援

 ９ 事業承継に関する支援

13 販売価格などの引下げ 14 取引先などの変更

(6)影響への対応（実施又は実施予
定）
　【複数回答可】

 １ 運転資金などの借入れ

 ３ 一時支援金・月次支援金の活用【国】

 ６ 事業再構築補助金の活用【国】  ７ 埼玉県感染防止対策協力金の活用

 ８ 埼玉県外出自粛等関連事業者協力支援金・埼玉県酒類販売事業者等協力支援金の活用

 ９ 市町村が実施している事業者向け支援制度の活用 10 営業（稼働）日数の削減

11 雇用調整（シフト削減など） 12 感染防止対策への投資

 ８ キャッシュレス決済の導入支援

10 Go To 関連事業の上乗せ支援

11 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 12 特になし

【全ての企業にお聞きします】

(7)県に期待する支援
　【複数回答可】

 １ 制度融資の拡充・借換支援

 ３ 雇用調整に関する支援

 ５ テレワーク・在宅勤務への支援

↓問６(1)で１、２又は３を選んだ企業のみご回答ください

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(5)現在の状況が続いた場合、来７～９月
期の資金繰りに影響はあるか

 １ 影響がある  ２ 影響はない

 ３ 分からない

(4)今期４～６月期の売上げは３年前
同期(2019年４～６月期)と比べてどの
程度になる見込みか

 ２  ８０～８９％減

 ４  ６０～６９％減  ５  ５０～５９％減  ６  ４０～４９％減

 ８  ２０～２９％減  ９  １０～１９％減

11  変わらない(３年前同期と同じ) 12  増加する見込み

 ６  ４０～４９％減

 ８  ２０～２９％減  ９  １０～１９％減

11  変わらない（前年同期と同じ） 12  増加する見込み

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

 ８ 海外拠点等の停止・縮小

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(3)今期４～６月期の売上げは前年同
期(2021年４～６月期)と比べてどの程
度になる見込みか

 ２  ８０～８９％減

 ４  ６０～６９％減  ５  ５０～５９％減

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(2)影響の内容について（見込み含
む）
　【複数回答可】

 １ 受注・売上げの減少  ２ 営業自粛（時間短縮含む）  ３ イベント、商談会の中止・延期

 ４ 商品、部品等の仕入れ困難  ５ 日本人客の減少  ６ 入金等の遅延

 ７ 外国人客の減少

新型コロナウイルス感染症の影響についてお聞きします。

(1)新型コロナウイルス感染症の経営
への影響

 １ マイナスの影響が続いている  ２ 今後マイナスの影響が出る見込み

 ３ 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復→問６（６）へ

 ５ 分からない→問６（７）へ

裏面へ続きます
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続きです
問７

(ア)正規社員 １　過剰 ２　適正 ３　不足
(イ)非正規社員 １　過剰 ２　適正 ３　不足

問８

 １　＋５％未満  ２　＋５％～＋１０％未満  ３　＋１０％～＋２０％未満
 ４　＋２０％～＋５０％未満  ５　＋５０％以上  ６　変化なし
 ７　減少している

 １　＋５％未満  ２　＋５％～＋１０％未満  ３　＋１０％～＋２０％未満
 ４　＋２０％～＋５０％未満  ５　＋５０％以上  ６　変化なし
 ７　減少している

 １　販売価格への転嫁
 ３　人員を削減
 ５　投入する原材料等を削減
 ７　仕入先を見直し  ８　生産工程を見直し

10　製品・サービスの構成を見直し
11  特になし 12  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　

問９

 ４ コロナ前も後も過剰感はない→問９（３）へ

問１０

無
無
無
無
無
無
無
無
無

【貴社の従業員数を教えてください】
正社員数は…

（調査結果は県ホームページにも掲載します。【埼玉県四半期経営動向調査】　https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　◎6月2日（木）までに投函をお願いします。ご協力ありがとうございました。

 ５ 専門家派遣等による経営改善

問９(3)で１～５を選んだ企業のみご回答ください

(4)支援を依頼したい支援機関は…
【複数回答可】

 １ 商工会議所・商工会  ２ 中小企業活性化協議会

 ５ 金融機関  ６ 信用保証協会
 ７ 中小企業診断士・コンサルタント  ８ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ７ 資金繰り・助成  ８ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 ９ 特になし

 ８ マーケティングによる新規製品・サービスの創出 有
 ９ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 有

 ７ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）  ８ 特になし

【全ての方】
(4)ＤＸ（デジタル化を含む）に取り組む
上での課題
　【複数回答可】

【全ての方】
(5)ＤＸ（デジタル化を含む）に取り組む
上で期待する支援
　【複数回答可】

 １ 相談窓口の充実  ２ セミナーの開催
 ３ 先進事例の紹介  ４ 専門家派遣
 ５ 人材の育成・供給  ６ 関心のある企業や支援機関との連携の場の提供

 ５ 資金の余裕がない  ６ なかなか成果・収益が上がらない

有
 ５ 予約システムによる利便性向上 有
 ６ ｅコマース・オンライン商談など販路拡大 有
 ７ ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上 有

 １ 何をどう進めていいか分からない

 ２ 既存製品・サービスの高付加価値化

↓(1)で１を選んだ企業のみご回答ください。取組項目の番号に○をつけ、成果「有」又は「無」に○をつけてください。

(2)ＤＸ（デジタル化を含む。）に取り組
んでいる項目と成果の有無
【複数回答可】

【取組項目】 【成果】
 １ ホームページ・ＳＮＳなど情報発信　 有
 ２ テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化 有

 ４ キャッシュレス決済による支払サービス向上

 ７ 特になし

※ＤＸとは…データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、
　　　　　　　 業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。

【全ての方】
(1)DXへの取組状況  ４ 分からない→(4)へ

↓(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

 ３ 公的支援機関（１、２を除く）

(1)債務の過剰感は…
 １ コロナ後に過剰となった  ２ コロナ前から過剰感があった
 ３ 過剰感はあったが、既に解消→問９（３）へ
 ５ 分からない→問９（３）へ

 １ 条件通り、返済できる（している）  ２ 借換えや追加融資を検討している

(3)ＤＸにより期待する効果
　【複数回答可】

 ア　１～５人  イ　６～２０人  ウ　２１～５０人  エ　５１人以上

      ※調査結果の送付を希望しますか（○で囲んでください）→ １　希望する ２　希望しない

 ２ 相談できる窓口がない
 ３ ＤＸを担う人材がいない  ４ 他社や研究機関など適切な連携先が見つからない

 ３ 関心がない→(4)へ

 ３ 新規製品・サービスの創出  ４ 現在のビジネスモデルの根本的な変革
 ５ 企業文化や組織マインドの根本的な変革  ６ その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

 １ 業務の効率化による生産性向上

 ３ ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーションの効率化

ＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)への取組状況についてお聞きします。

 １ 取り組んでいる→(2)(3)へ  ２ 関心はあるが取組に至っていない→(3)へ

【全ての企業にお聞きします】

(3)必要とする支援は…
【複数回答可】

 ２ 融資（借換え）等の資金繰り支援 
 ４  Ｍ&Ａ（譲渡・売却・統合）や廃業に向けた支援

 １ 相談機能の充実
 ３ 事業（返済）計画の策定支援

 ６ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ９ 特になし

債務（借入金）の過剰感についてお聞きします。

問９(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(2)今後の返済見通しについて…
 ４ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 ３ 返済額の減額・猶予など条件緩和を受けないと返済は難しい

【全ての企業にお聞きします】

(7)必要とする支援は…
【複数回答可】

 １ 相談窓口の設置  ２ 融資等の資金繰り支援 

 ３ 行政から産業界への適正な価格転嫁の要請  ４ 適正な下請取引事例等の情報提供
 ５ 取引先確保のための販路開拓支援  ６ 設備導入補助や専門家派遣等の省エネ支援の強化

 ７ 減税措置  ８ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【問８(5)で２～４を選んだ企業のみご回答ください】

(6)価格に転嫁できない理由は…
 １ 販売先との力関係  ２ 同業他社が引き上げていない
 ３ 販売先の業績悪化  ４ 消費者の引き上げに対する抵抗感
 ５ 長期契約のため価格変更が困難  ６ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　

【問８(4)で１を選んだ企業のみご回答ください】

(5)販売価格へはどの程度転嫁できた
か…

 １ ほぼすべて転嫁できている  ２ 一部転嫁できている
 ３ 全く転嫁できない  ４ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【全ての企業にお聞きします】

(4)原油・原材料価格高騰への対応
（実施又は実施予定）
【複数回答可】

 ２　使用原材料を見直し
 ４　賃金を引き下げ
 ６  省エネ設備を導入

 ９　物流を見直し

【全ての企業にお聞きします】

(2)原材料の仕入れ価格はコロナ前と
比べて…

【全ての企業にお聞きします】

(3)原油・原材料価格高騰の業績への
影響は…

 １ 大きなマイナスの影響がでている  ２ ある程度マイナスの影響がでている
 ３ 今後マイナスの影響がでる  ４ 影響はない

 ５ プラスの影響が出ている（今後出る）

原油・原材料価格高騰の影響についてお聞きします。

(1)電気、ガス、ガソリンなどエネル
ギーコストはコロナ前と比べて…

雇用者数の過不足感についてお聞きします。

(1) 現在の雇用者数の過不足感は…  １ 過剰  ２ 適正

 ４ 税理士・公認会計士

 ３ 減少見込み

有

(4) 今後の従業員給与の見込みは…  １ 増加見込み  ２ ほぼ増減なし  ３ 減少見込み

 ３ 不足

(2)正規社員・非正規社員の
　　　　　　　　　　　過不足感は…

(3) 今後の雇用者数の見込みは…  １ 増加見込み  ２ ほぼ増減なし
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アンケート調査対象業種 第13回改訂日本標準産業分類（H25.10改訂）

製

造

業

電子部品・デバイス・電子回路製造業(28)、

電気機械器具製造業(29)、情報通信機械器具製造業(30)

はん用機械器具製造業(25)、生産用機械器具製造業(26)、

業務用機械器具製造業(27)

建

設

業

卸

非

売

業

製

小

売

業

造

業

飲食店(76)

情報サービス業(39)

その他の生活関連・娯楽業 その他の生活関連サービス業(79)、娯楽業(80)

サ
ー

ビ
ス
業

飲食料品小売業(58)

機械器具小売業(59)

その他の事業サービス業(92)

アンケート調査対象業種と日本標準産業分類の対応

道路貨物運送業(44)

不動産取引業(68)

専門サービス業(72)

洗濯・理容・美容・浴場業(78)

その他の小売業(60)

繊維・衣服等卸売業(51)

飲食料品卸売業(52)

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業(53)

機械器具卸売業(54)

その他の卸売業(55)

織物・衣服・身の回り品小売業(57)

輸送用機械器具製造業(31)

総合工事業(06)

職別工事業(07)

設備工事業(08)

家具・装備品製造業(13)

パルプ・紙・紙加工品製造業(14)

印刷・同関連業(15)

プラスチック製品製造業(18)

鉄鋼業(22)、非鉄金属製造業(23)

金属製品製造業(24)

化学工業(16)

食料品製造業(09)

繊維工業(11)

専門サービス業

洗濯・理美容・浴場業

機械器具

その他

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

建築材料、鉱物・金属材料等

機械器具

その他

繊維・衣服等

飲食料品

その他の事業サービス業　

　飲 食 店

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

一般機械器具

総合工事業

職別工事業

設備工事業

電気機械器具

輸送用機械器具

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

プラスチック製品

化学工業
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